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＜企画課〉



!新障害者プランの推進について

（1） 新障害者プラン関係予算について

ア 平成14年12月24日、障害者施策推進本部において決定された重点施策実施5 
か年計画（以下、「新障害者プラン」という。）は、新障害者基本計画に基づき、その前 

期5年間（平成15年度から平成19年度）において、重点的に実施する施策及びその 

達成目標等を定めたものである。

ィ このうち厚生労働省関係部分については、

① 地域生活を支援するための、ホームヘルパーの確保、ショートスティやディサー 

ビスの整備等在宅サービスの充実

② 住まいや活動の場としてのグループホームや通所授産施設の整備

③ 精神障害者の退院•社会復帰に向けた総合的な取組

等について、具体的な達成目標を定め、その推進を図ることとしている。

計画2年次目である平成16年度の予算案においては新障害者プラン関係経費として、 

昨今の厳しい財政状況に関わらず、約1,4 2 6億円（対前年比9. 6%増）を計上 

し、障害者に対する在宅サービスの充実、住まいや活動の場としてのグループホーム 

や通所授産施設の整備などを積極的に進めることとしており、とりわけ中心となるホ 

ームヘルプサービスやグループホームについては、それぞれ約3, 6 7 0人、約3, 
6 9 0人分増やすこととしている。

（2） 市町村障害者計画の策定推進について

ア 内閣府が行った地方障害者計画の策定状況調査によると、平成15年3月末現在の 

市町村障害者計画策定率は91.4%であり、これを市区と町村に分けてみてみると、 

市区が9 8. 7 %であるのに対し、町村は8 9. 5%となっている。また、障害者計画 

を策定した市町村のうち数値目標を設定している市町村は3 6. 7 %にとどまっている。

ィ 未だに市町村障害者計画が策定されていない市町村を抱える都道府県については、 

広域的な計画策定を促すことなどにより、該当市町村に対する積極的な指導をお願いす 

る。

また、数値目標を設定していない自治体については、速やかに数値目標を設定すると 

ともに、その目標の達成に努められたい。

その際、計画の策定及びその更新に当たり、必ず障害者の参画を得て的確なニーズ把 

握を行うとともに、地域の特性や実情に応じた内容となるようご留意願いたい。
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2 年金を受給していない障害者の問題について

年金を受給していない障害者に現金給付を行うことについては、平成14年8月に 

示された「坂口試案」を踏まえ、

① 拠出制の年金制度をはじめとする既存制度との整合性

② 給付に必要となる多額の財源確保の見通し 、

などの問題について十分に検討していくことが必要である。

検討に当たっては、年金を受給していない障害者の人数や実態などを把握する必要 

があると考えており、昨年1月から障害者の生活状況に関する調査を行い、8月に調 

査結果を公表したところである。これによると、

・障害年金を受給していない障害者は、受給している者と比較して、相対的に所得 

の低い者が多く、生活保護を受けている割合が高いこと

・ 障害者のおかれている経済状況には、かなり幅があること

などが分かり、障害者の生活実態の一端が明らかになってきたと考えている。

今後、この調査結果も踏まえ、福祉的観点からの措置で対応することを含め、幅広 

い観点から検討することとしている。
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3 H I V感染者の障害認定等に係るプライバシー保護について

ア H I V感染者の身体障害認定については、平成1〇年4月1日に施行されて以来、 

まもなく 7年目を迎えようとしている。

HI V感染者が安心して障害者に係るサービスを利用できるようにしていくため 

には、各種福祉サービスの窓口業務に携わる職員を始め、一般の行政窓口において 

も、HIV感染者への理解を深め、プライバシーの保護に配慮した適切な対応を行 

うことが重要である。

ィ このことに関しては、国と「H IV弁護団•原告団」との協議の中でも、各自治 

体が、それぞれの職員に対し、職種を超えて広く研修会等を継続的に実施すること 

により、周知徹底を図ることについて要望を受けているところであり、各自治体の 

障害福祉部局の窓口にとどまらず、一般行政窓口においても、HIV感染者をはじ 

めとする障害者のプライバシー保護等について十分留意されるよう、関係部課・関 

係機関に対する周知をお願いいたしたい。

ウ また、身体障害者手帳の交付を受けたH I V感染者に対しては、手帳により利用 

できる福祉の制度・サービスのみならず、就労•障害年金等、障害者に係るそれ以 

外の制度・サービスについても、それぞれの制度や相談機関等の情報提供等の対応 

についてお願いいたしたい。

4 障害者ケアマネジメント体制支援事業について

ア 障害者ケアマネジメントについては、平成9年度以来、モデル的事業である「障 

害者ケアマネジメント体制整備推進事業」などを通じ、その普及に努めてきたとこ 

ろであり、本事業については、平成15年度より「障害者ケアマネジメント体制支 

援事業」と改称し、本格実施としたところである。

イ 本事業では、国の「指導者研修」の内容を充実するなど、全体として以下のよう 

な取組を行っているところである。

①国が実施する「指導者研修」については、新規研修に加えて、すでに国の研修 

を修了し、第一線で活躍している方々を対象とするスキルアップのための上級研 

修を組み入れることなどにより、引き続き都道府県等で中心的な役割を果たす人 

材の育成に努めることとしている。
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② 都道府県等については、「障害者ケアマネジメント体制支援事業」を通じ、

•都道府県等が実施する「従事者研修」，について、国の研修と同様に、新たに 

上級研修を実施し、さらに専門性の高い人材の確保に努める。

•各障害保健福祉圏域に設置された連絡調整会議を総括し、又は「従事者研修」 

の企画•立案、社会資源の開発等について検討することを目的とした「障害者 

ケアマネジメント推進協議会」を設置する。

などして、都道府県等における障害者ケアマネジメント体制の一層の充実、強化 

を図ることとしている。

ウ 各都道府県等におかれては、障害者ケアマネジメントの一層の発展のために、積 

極的•主体的な取組がなされるようお願いいたしたい。
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5 特別児童扶養手当等について

（1）手当額の改定について

特別児童扶養手当、特別障害者手当、障害児福祉手当及び福祉手当（経過措置分） 

の額については、物価の変動に応じて自動的に額を改定する「自動物価スライド制」 

がとられている。平成15年の消費者物価指数は、前年比〇. 3%の下落となった 

たことから、特段の措置が講じられなければ、法律にしたがって平成16年度の 

手当額は、平成12年度、13年度及び14年度の特例措置として据え置かれた 

▲1.7 %とあわせて2. 〇%の引下げとなるが、公的年金と同様、現下の社会経 

済情勢等にかんがみ、平成15年の消費者物価指数の下落分（マイナス〇. 3 %） 
のみの改定を行うこととし、このために必要な法案が本年2月6日に国会へ提出さ 

れたところである。

（現 行 ) （平成1(i年 4 月 〜）

特別児童扶養手当 （1級） 5 1, 1 〇 〇 円 —5 〇, 9 〇 〇 円

（2級） 3 4, 〇 3 〇 円 〜 3 3, 9 〇 〇 円

特別障害者手当 2 6, 6 2 〇 円 f 2 6, 5 2 〇 円

障害児福祉手当 1 4, 4 8 〇 円 . > 丄 4, 4 3 〇 円

福祉手当（経過措置分） 1 4, 4 8 〇 円 f 1 4, 4 3 〇 円

（参考）

障害基礎年金1級 （月額） 8 3, 〇 2 5 円 T 8 2, 7 5 8 円

障害基礎年金2級 （月額） 6 6 , 4 1 7 円 f 6 6 , 2 〇 8 円

手当額の改定については、事務処理に遺漏のないよう万全を期されるとともに、 

管内市町村•関係機関への周知をお願いしたい。

また、受給者に対しては、引下げとなることについて理解が得られるようその内 

容について広報手段の活用等により、周知徹底を図るとともに、個別の照会等に対 

しても適切に対処すべく管内市町村への指導をお願いしたい。

（2）所得制限限度額について

特別児童扶養手当、特別障害者手当、障害児福祉手当及び福祉手当（経過措置分） 

の所得制限限度額については、最近の勤労者所得が伸びていないことから、障害基 

礎年金等の公的年金と同様に据え置く予定であるので了知されたい。

本 人

特別児童扶養手当（4人世帯•年収） 

そ の 他（2人世帯・年収） 

扶養義務者等（6人世帯・年収）

770. 7万円-据え置き

565.6万円 f 据え置き

954.2万円-据え置き
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(3)特別児童扶養手当事務取扱交付金について

特別児童扶養手当事務取扱交付金については、「特別児童扶養手当等の支給に関 

する法律に基づき都道府県及び市町村に交付する事務費に関する政令(昭和4 〇年

政令第2 7 0号)」に基づき交付されているところであるが、平成15年度事業実 

績報告及び平成16年度当初交付申請に係る都道府県と市町村の事務費単価は以下

の額となるので、了知されたい。

・ 政令第1条第1号に規定する額

・政令第2条に規定する額

14年度 15年度
2, 3 6 5 円一2, 2 9 ? 円
1,4 7 2 円 — 1,4 3 8 円

(4)制度の適正な運営等について

特別児童扶養手当等の制度については、従来より適正な運営をお願いしていると 

ころであるが、都道府県の認定事務等において、以下のような不適切な取り扱いが 

見られた。

・施設入所、対象児童の死亡等による資格喪失の把握が適切に行われておらず、 

過払いとなっている事例

・ 認定請求書の受理から認定までの期間が、長期間(2ヶ月以上)に及んでいる 

事例

• 障害認定に当たって、診断書の記載内容に不備がある場合や、申請に係る障害 

分野の専門医が作成したものではない診断書によって認定が行われている事例 

各都道府県においては、制度の趣旨、支給要件等について十分理解のうえ、適正

な制度運営を行うとともに、迅速な事務処理を行うよう努められたい。

また、管内市町村に対しても、適正な事務処理を行うよう周知徹底方お願いした 

い。
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（参 考）所得制限限度額表（平成14年8月1日改正）

【特別児童扶養手当】

（単位:円）

【障害児福祉手当、特別障害者手当及び経過的福祉手当】

（単位:円）

6心身障害者扶養保険について

1.心身障害者扶養保険制度については、平成7年度に、保険料の引き上げ及び公費 

の投入などの措置を講じた（第3次改正）ところである。

2.心身障害者扶養保険制度の財政状況については、第3次改正以降も厳しい状況に 

あり、また、平成17年度が5年に一度の制度の見直しの年にあたることから、国 

としてもその必要性も含めて検討が必要と考えている。
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（参考!）心身障害者扶養共済制度の加入者数•年金受給者数の推移

年
度

、加入者数 

（年度末）

年金受給者数

（年度末）

延数 実人員 延数 実人員

44 一 733 一

45 46,530 139
46 一 63, 320 477
47 一 65,149 872
48 67, 088 1,382
49 69, 838 1,912
50 72,183 一 2,458
51 74, 357 一 3, 038
52 76, 732 一 3, 644
53 7& 662 一 4, 261

54 87, 364 82, 530 4, 975 4,975
55 97,467 86,444 5, 744 5,725
56 102, 051 8& 537 6, 583 6, 527
57 105,609 90, 078 7, 540 7, 430
58 10& 653 91,262 & 538 8, 348
59 111,201 92,157 9, 645 9, 372
60 113,148 92, 662 10, 689 10, 332

61 113,007 91,581 11,958 11,487
62 113, 980 91,421 13,112 12, 534
63 116,126 91,885 14,416 13,726

1 11& 378 92, 390 .15, 782 14,954
2 120,516 92, 845 17,198 16,217
3 122, 802 93, 323 1& 690 17, 547
4 124,610 93, 544 20, 291 18,941
5 126, 306 93, 657 21,988 20,405
'6 127, 862 93, 643 23, 736 21,924

7 122,841 89,981 25, 496 23,431

8 118,540 86, 770 27, 084 24,773
9 113,843 83,315 28, 586 26,046

10 109,281 79, 946 30, 200 27,366
11 106,100 77, 429 31,846 2& 721
12 103,893 75, 576 33, 319 29,927
13 101,947 73, 858 34, 820 31,125
14 100,011 72,158 36, 339 32,365
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（参考2）心身障害者扶養保険における数理上必要な資産額

年金収支

・障害者死亡率:平成7~9年度扶養保険制度実績

（平成14年度末現在） 単位:百万円

予定利率4.5% 
（現行）

予定利率3.75% 节定利率3.0% 予定利率2.0%

①数理上必要な資産額 117,806 127,891 139,628 158,518

②年金資産額 40,715 40.715 40,715 40,715

③差引額（①一②） 77.091 87,176 98,913 117,803

④公費負担現価 43,892 45,942 4&138 51.314

⑤不足額（③一④） 33,199 41,234 50,775 66,489

（参考）

（平成13年度末現在）. 墓位::頁万円

予定利率4.5% 
（現行）

予定利舉3.75% 节定利率3.0% 予定利率2.0%

①数理上必要な資産額 114,475 124,416 136,007 154,706

②年金資産額 37,779 37,779 37,779 37,779

③差引額（①一②） 76,696 86.637 98,228 116,927

④公費負担現価 46,404 48,715 51,202 54,817

⑤不足額（③一④） 30,292 37,922 47,026 62.110
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（参考3）

新法人名独立行政法人福祉医療機構 主務府省名厚生労働省

中期目標 中期計画

独立行政法人福祉医療機構中期目標 独立行政法人福祉医療機構中期計画

5心身障害者扶養保険事集
心身障害者扶養保険事篥（以下「扶養保険事業」という。）については、 

地方公共団体が実施する心身障害者扶養共済制度（以下「扶養共済制度」 
という〇）によって地方公共団体が加入者に対して負う共済箕任を保険す 
る事業に関する篥務を安定的に行うことにより、心身障害者の保護者の不 
安を解消し、保護者死亡後の心身障害者の生活安定に寄与することを目的 
とし、以下の点に特に留意してその適正な実施に努めること。

また、扶養保険事篥の財務状況について、加入者等に対し定期的に公表 
すること。

なお、中期目標期間の出来るだけ早い時期に事業が見直されるものとす 
ること。

5 心身障害者扶養保険事篥
心身障害者扶養保険事業（以下「扶養保険事業」という。）については、 

地方公共団休が実施する心身障害者扶養共済制度（以下「扶養共済制度」と 
いう。）によって地方公共団体が加入者に対して負う共済責枉を保険する事 
業に関する集務を安定的に行うことにより、心身障害者の保護者の不安を解 
消し、保護者死亡後の心身障害者の生活安定に寄与することを目的とし、以 
下の点に特に留意してその適正な実施に努める。

また、扶養保険事篥の財務状況について、加入者等に対し定期的に公表す 
る。

（1）業務運営の効率化に関する事項 
扶養保険資金の運用については、市埸動向を考慮し、中期目標期間中 

において、安全性を重視した運用に努めること。

（1）業務運営の効率化に関する目標を遼成するためにとるべき措置
扶養保険資金については、制度に起因する資金の特性を十分に踏まえ、 

厚生労働大臣の認可を受けた金銭信託契約の内容に基づき、市埸動向を考 
慮し、安全性を重視した運用を行う。また、運用の適正な実施を確保する 
ため、共同受託者に対し定期的な運用成績等の報告を求めるとともに上記 
方針等に従って適切に指導を行う。

¢2）業務の貫の向上に関する事項
心身障害者及びその保護者に対するサービスの向上を図るため、扶養 

共済制度を運営する地方公共団体と相互の事務処理が適切になされるよ 
うに連携を図ること。

（2）業務の賈の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置 
心身障害者及びその保護者に対するサービスの向上を図るため、扶養共 

済制度を運営する地方公共団体と相互の事務処理が適切になされるよう連 

携を図るため、事務担当者会議（年間2ヶ所）を開催する。



7高次脳機能障害支援モデル事業について

1. 高次脳機能障害とは

頭部外傷、脳血管障害等による脳の損傷の後遺症として、記憶障害、注意障 

害、遂行機能障害、社会的行動障害などの認知障害が生じ、これに起因して日 

常生活•社会生活への適応が困難となる場合がある。

このような障害については、診断、リハビリテーション、生活支援等の手法 

が確立しておらず早急な検討が必要であることから、これを、行政的に「高次 

脳機能障害」と呼ぶこととし、支援対策を検討している。

（なお、学術的には、失語、失行、失認を含め、脳損傷に起因する認知障害全 

般を、高次脳機能障害と呼ぶことが多い。）

2 . 高次脳機能障害支援モデル事業

① 概要

平成13年度から実施している「高次脳機能障害支援モデル事業」は、これら 

の障害をもつ者に対し、地方拠点病院、国立身体障害者リハビリテーションセ 

ンター等が連携し、試行的にリハビリテーションなどを提供するとともに、症 

例を集積•分析することにより、診断・評価基準、訓練プログラム、支援プログ 

ラムを作成するものである。

② これまでの進拶状況及び報告書

国立身体障害者リハビリテーション及び全国の12地域において、モデル事 

業を実施し、高次脳機能障害を有する者のリハビリテーション、社会復帰・地 

域生活支援等を試行的に実施している。

症例のデータは、国立身体障害者リハビリテーションセンターで集積し、地 

方拠点病院等連絡協議会にて、分析を行い、さらに診断•評価基準、プログラ 

ム等の検討を進めている。

この検討状況については平成!5年4月に中間報告を行ったところであるが、 

その後の成果を踏まえ、平成16年4月をめどに、3年間のとりまとめを行う予 

定である。報告書には、全登録症例の分析結果とともに、診断・評価基準（高 

次脳機能障害診断基準、高次脳機能障害支援ニーズ判定票）、標準的訓練プログ 

ラム、社会復帰・生活•介護支援プログラムを掲載する予定としている。

③平成 16年度の予定
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平成16年度からは、これまでの実績を踏まえ、引き続きモデル事業として、 

地方自治体と国立身体障害者リハビリテーションセンターとの連携のもとに、 

次の事業を進めることとしている。

（ア） これまでの3年間で作成した診断•評価基準、訓練プログラム、

支援プログラム等の実地での活用と検証

（イ） 各自治体においては「支援対策整備推進委員会」をおき総合的

な検討を行うとともに、これまでの実績を踏まえて支援の拠点機関とな 

る機関を指定し、そこに「支援コーディネーター」を配置し、支援や調 

整を実施

（ウ） 国立身体障害者リハビリテーションセンターでは、自らサービ

スの実施を行うとともに、各自治体等と連携して、診断•評価基準や訓 

練プログラム等の改善や、全国に普及可能な支援体制のあり方を検討

原則として、現在の参画自治体における継続実施を想定しているので、ご協 

力をお願いしたい。

また、平成15年度から国立身体障害者リハビリテーションセンターにて実 

施している、行政及び関係機関担当者に対する研修事業は、平成16年度も同 

センターの事業として実施する予定としている。

本モデル事業の成果を、参画していない自治体も含め広く関係者に周知し、 

活用していただくため、今後とも研修等の機会を通じて、随時情報提供を行っ 

ていくこととしている。
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8 厚生労働科学研究費について

（1）障害関連研究事業について

平成16年度より障害保健福祉総合研究事業と感覚器障害研究事業を統合した。 

平成16年度予算（案）8 5 3, 4 7 4千円

・障害保健福祉総合研究事業について

〇事業概要

平成15年度からの「新障害者基本計画」及びその重点施策実施5か年計画 

（「新障害者プラン」）に基づいて、各種障害者施策を適切に推進することが重要 

な課題となっている。

このため、障害全般（身体障害、知的障害及び精神障害）について、洽療か 

らリハビリテーションに至る適切なサービス、社会参加の推進、地域における 

生活を支援する体制等に関する研究を進め、障害保健福祉施策の効果的な展開 

に役立つ成果を得ることを目的とする。

なお、平成16年度の新規課題については、平成15年10月17日から次 

の課題について約2ヶ月間公募し、現在、採択課題を決定するための事前評価 

作業を進めているところである。

く新規課題採択方針〉

障害全般（身体障害、知的障害及び精神障害）について、地域移行や地域生 

活支援に資する具体的な技術開発及び体制づくりに関する研究等を実施する。

研究費の規模:1課題当たり5,000〜15,000千円程度（1年当たり） 

研究期間:1〜3年
新規採択予定課題数:1〇課題程度

・公募研究課題

① 障害者の社会参加の推進に資する具体的支援技術（支援機器、福祉用具及 

び情報アクセス）に関する研究

② 障害者の二次的障害（加齢によるものを含む）に関する研究

③ 障害者のエンパワメントの視点と生活モデルに基づく、具体的な地域生活 

支援技術に関する研究

障害の状態と支援・介護の必要性にかかる客観的な評価に関する研究 

高次脳機能障害者の生活支援手法に関する研究

アルコール依存症のリハビリテーション施設の在り方に関する研究 

精神疾患への正しい理解と、精神障害者の地域生活支援体制に関する研究 

精神障害者に対する適切な医療を確保する仕組みに関する研究 

その他、障害者の保健福祉施策の企画・立案及び実施に資する研究であっ 

て、重要性及び緊急性が特に高いもの

④
⑤
⑥
⑦
⑧
⑨
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・感覚器障害研究事業について

〇事業概要

視覚、聴覚•平衡覚等の感覚器機能の障害について、原因となる疾患の病態 

•発症のメカニズムの解明、発症予防、早期診断及び治療、障害を有する者に 

対する重症化防止、リハビリテーション及び機器等による支援等に関する研究 

開発を進め、感覚器障害の軽減や重症化の防止、機能の補助・代替等に資する 

成果を得ることを目的とする。

なお、平成16年度の新規課題については、平成15年10月17日から次 

の課題について約2ヶ月間公募し、現在、採択課題を決定するための事前評価 

作業を進めているところである。

く新規課題採択方針〉

視覚、聴覚・平衡覚領域における障害（重複障害を含む）及び日常生活上の 

支障をもたらす状態について、その原因となる疾患等の予防•治療及び障害の 

除去・軽減に資する研究開発等を実施する。

研究費の規模:1課題あたり10,000〜50,000千円程度（1年当たり） 

研究期間:1〜3年
新規採択予定課題数:5課題程度

・公募研究課題

① 視覚障害に関する疫学的研究、予防、医療及びリハビリテーションに関す 

る研究並びに視覚障害の要因となる疾病に関する研究

② 聴覚及び平衡覚障害に関する疫学的研究、予防、医療及びリハビリテーシ 

ヨンに関する研究並びに聴覚•平衡覚障害の要因となる疾病に関する研究

③ 視覚、聴覚及び平衡覚障害並びにそれらの重複障害により廃した機能を補 

助•代替し、自立と社会参加を促進する機器の開発及び改良に関する研究

（2）こころの健康科学研究事業について

平成16年度予算（案）1,7 5 6,17 5千円 

〇事業概要

自殺や睡眠障害、自閉症等のこころの健康問題、精神分裂病（統合失調症）、 

感情障害（そううつ病）等の精神疾患及び筋萎縮性側索硬化症、パーキンソン 

病等の神経•筋疾患に対して、神経科学及び分子生物学的手法、画像診断技術 

等の最先端バイオ・メディカル技術等を活用し、その病因•病態の解明、遺伝 

子情報に基づく機能予測、疫学調査等を行うことにより、画期的な予防、診断、 

治療法等の研究開発を推進する。

なお、平成16年度の新規課題については、平成15年10月17日から次 

の課題について約2ヶ月間公募し、現在、採択課題を決定するための事前評価 

作業を進めているところである。
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く新規課題採択方針〉

近年、重要性が注目されているこころの健康の問題、精神疾患及び神経疾患等 

について、最先端バイオ•メディカル技術の活用、疫学調査による病因•病態の 

解明、予防・診断・治療に関する研究開発等、最新の医学的知見を施策の企画・ 

立案及び実施に反映するための研究開発を実施する。

研究費の規模:1課題当たり10,000〜50,000千円程度（1年当たり）

研究期間:1〜3年
新規採択予定課題数:18課題程度

・公募研究課題

（こころの健康科学分野）

① 児童思春期精神障害の成因の解明と治療法の開発に関する研究

② 精神疾患の生物学的マーカーの開発に関する研究

③ 遺伝子解析による向精神薬の有効性及び副作用予測に関する研究

@神経発達障害の成因の解明と治療法の開発に関する研究

⑤ ストレス性精神障害の治療法に関する研究

⑥ 児童思春期精神障害への社会的支援、家族支援及び療育的対応に関する研 

究

⑦ 自殺の実態と予防対策に関する研究

⑧ こころの健康についての疫学調査に関する研究

⑨ 精神疾患に対する精神療法の実施方法と有効性に関する研究

⑩ 根拠に基づいた精神疾患治療ガイドラインの策定に関する研究

⑪ その他、こころの健康に関する保健福祉施策の企画・立案及び実施に資す 

る研究であって、重要性及び緊急性が特に高いもの

（神経・筋疾患分野）

① 異常蛋白の蓄積による神経疾患の病態解明および治療法の開発に関する研 

究

② 糖鎖修飾異常による神経・筋疾患の病態解明と治療法の開発に関する研究

③ 高次脳機能障害の病態解明に関する研究

@ 神経疾患および筋疾患に対する挑戦的治療法の開発に関する研究
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＜企画課国立施設管理室〉



国立更生援護施設等の運営について

国立更生援護施設は、身体障害者のリハビリテーションに関する施策の推進と身体障 

害者の自立更生を推進するため、医療から職能訓練までの総合的リハビリテーションを 

実施し、また、重度の知的障害児を保護指導し、障害者福祉に関する技術的調査研究や 

実践に取り組み、その成果を全国の関係施設等に普及させることを目的として設置・運 

営されている。

各都道府県・指定都市・中核市におかれては、管内の障害者（児）のリハビリテーシ 

ヨンの需要等に応えるため、これら国立施設の訓練内容、処遇技術、情報提供、人材育 

成等の機能を有効に活用されるようお願いする。

なお、国立更生援護施設の概要については、資料1丨（P57）のとおりである。

（1）国立身体障害者リハビリテーションセンター

国立身体障害者リハビリテーションセンターは、我が国の身体障害者の中核的り 

ハビリテーション施設として、

① 総合的リハビリテーションの実施

② リハビリテーション技術の研究と開発

③ リハビリテーション関係専門職員の養成・研修の実施

④ リハビリテーションに関する情報の収集と提供

⑤ リハビリテーションに関する国際協力

等を行っている。

特に、平成16年度においては、次の事業について重点的に取り組むこととして 

いるので、各都道府県•指定都市・中核市におかれては、当事業へのご理解とご協 

カ方よろしくお願いしたい。

ア高次脳機能障害支援モデル事業

国立身体障害者リハビリテーションセンターを中心に、平成13年度から実施 

している高次脳機能障害支援モデル事業は、地方拠点病院等との連携により、症 

—16 一



例の集積と分析を通じ、標準的な「評価基準」、「訓練プログラム」及び「支援 

プログラム」の作成を進め、平成15年4月に「高次脳機能障害支援モデル事業 

中間報告」をとりまとめたところである。

平成15年度末には、3か年のまとめとなる報告書を作成し、「評価基準」、

「訓練プログラム」及び「支援プログラム」を提示することとしている。また、 

平成15年度より高次能機能障害に対する理解と当モデル事業の成果を広く提供 

するため、行政、医師、施設職員等を対象とする研修事業を実施しているところ 

である。

平成16年度以降においては、15年度までの事業で提示した標準的なプログ 

ラム等を活用し、関係機関と連携して全国に普及可能な支援体制の確立に向けた 

サービスの試行的提供を実施するとともに、その結果生じる諸課題への対応策に 

ついても検討することとしている資料2 ［（P59）。

イ リハビリテーション専門職員の育成強化

国立身体障害者リハビリテーションセンター学院では、リハビリテーションに 

関する専門職員の養成及び育成に取り組んでおり、平成15年度には、養成課程 

において、手話通訳学科（2年課程）の入学定員の増（15人-30人）を図っ 

たところである。

また、研修課程では、平成15年度より介助犬訓練者研修会を実施していると 

ころであるが、16年度においては、聴導犬訓練者の研修を新たに実施すること 

としているので、これら学院機能を有効に活用されるよう管内市町村、関係機関 

等への助言方お願いしたい。

（2）国立視力障害センター（国立光明寮）

国立視力障害センター（国立函館視力障害センター、国立塩原視力障害センター、 

国立神戸視力障害センター、国立福岡視力障害センター）は、人生の途中で失明さ 

れた視覚障害者の自立と社会参加を促進するため、①あん摩マッサージ指圧師、は 

り師、きゅう師を養成する理療教育、②基礎的な日常生活動作等を修得させる生活
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訓練を実施しているところである。

平成16年度においても、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師の国家資 

格取得のため、より一層、理療教育の充実に取り組むこととしているので、視覚障 

害者のリハビリテーション施設として積極的に活用され、中途失明者等の視覚障害 

者の自立と社会参加への支援に努められたい。

（3） 国立重度障害者センター（国立保養所）

国立重度障害者センター（国立伊東重度障害者センター、国立別府重度障害者セ 

ンター）は、重度の身体障害者の自立と社会参加を促進するため、医学的管理の下 

に各種リハビリテーションを実施しているところである。

また、重度身体障害者の更生援護施設のモデル施設として、特に脊髄（頸髄）損 

傷者を中心とした医学的リハビリテーション及び職能訓練等に重点的に取り組むほ 

か、これら重度障害者の居宅生活を支援するための住宅改造に関する支援や専門職 

員等に対する実習・研修施設として重点的に機能しているところである。

ついては、これらの機能を有効に活用されるよう管内市町村、関係施設等に対し 

周知方お願いする。

（4） 国立知的障害児施設（国立秩父学園）

国立知的障害児施設は、①知的障害の程度の著しい児童又は視覚等に障害のある 

知的障害児を入所させての保護・指導、②自閉症等の特有の発達障害を有する在宅 

の児童に対する「外来診療」及び「通園療育指導事業」、③知的障害児の保護指導 

業務に従事する専門職員の養成・研修を実施している。

特に、自閉症等への取り組みとして、

① 全国の知的障害児施設等に附置される「自閉症•発達障害支援センター」の 

職員に対する療育技術に関する研修事業

② 療育援助に関する情報の普及と障害への理解を深めることを目的として保護 

者を対象に行う「自閉症子育て支援セミナー」

について、重点的に取り組んでいる。

-18-



また、平成15年度からは、自閉症•発達障害支援センター相互間の情報交換や、 

各都道府県・指定都市へ自閉症•発達障害支援センター職員研修会の概要を情報提 

供し、意見交換、研究討議を行うためのネットワークづくりを|資料3 |（P60）のと 

おり行っているところである。

ついては、これら事業への積極的な参加について管内市町村、関係施設等に対し 

周知方お願いする。

（5）全国身体障害者総合福祉センター（戸山サンライズ）

全国身体障害者総合福祉センター（戸山サンライズ）は、昭和5 5年8月に、「国 

際障害者年」の記念事業として、閣議決定により国が設置した身体障害者福祉セン 

ターであり、身体障害者の自立更生と福祉の増進を図ることを目的として、各種の 

生活相談、障害者施策等に関わる職員の研修、情報提供、啓発事業等を行っている。

このうち相談事業は、

① 身体障害者福祉にかかる生活、就職、法律、補装具等に関する相談

② 障害年金受給者等に対する年金相談

であり、来所による相談をはじめ、電話、文書、電子メール等による相談に応じて 

いる。

研修事業では、

① 身体障害者福祉センター職員（初任者•現任者）等の研修

② 障害者福祉レクリエーション指導者研修

等であり、全国の身体障害者福祉センター職員等を対象に、職務上必要な知識、技 

術等を習得させることを目的として実施している。

また、障害者福祉の動向や障害者に関する様々な情報を提供する情報誌として 

「戸山サンライズ」を発行している。

各都道府県・指定都市・中核市におかれては、管内の障害者福祉の推進、身体障 

害者福祉センター職員の質的向上等を図るため、これら事業を有効に活用されるよ 

う管内市町村、関係施設、団体等へ周知方お願いする。

なお、センターは、障害者の利用に配慮した研修•会議室、宿泊室、体育館等を 
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備え、障害者関係団体が行う研修、障害者の宿泊等に優先的に利用頂けるよう配意 

しているところであり、関係者への周知についてご配慮をお願いしたい。

【施設の概要】

宿泊室 和室8室、洋室シングル8室、ツイン17室

研修室•会議室 計8室（10名から240名（イス席の場合350名）程度） 

その他 体育館、食堂、理美容室、大型リフトバス2台等

【連絡先】全国身体障害者総合福祉センター（戸山サンライズ）

〒162-0052東京都新宿区戸山1-22-1

TEL 03-3204-3611 FAX 03-3232-3621

E-mail toyama@niub. biglobe. ne. jp

URL http://www. nornianet. ne. jp/~ww!00006/index. htm

（6）専門職員の研修について

ア 身体障害者リハビリテーション関係専門職員

身体障害者に対して有効なリハビリテーションを実施するためには、広範な 

領域にわたる福祉関係専門職員が互いに連携して取り組むことが重要であり、 

さらに、支援費制度の導入により利用者本位の福祉サービスの提供が求められ 

ることから、身体障害者に関する専門職員の資質の向上を図ることが身体障害 

者福祉の増進に極めて重要である。

このため、国立身体障害者リハビリテーションセンター学院及び全国身体障 

害者総合福祉センター（戸山サンライズ）においては、リハビリテーション専門 

職員の研修事業を実施しているところであり、各都道府県•指定都市•中核市 

におかれても、これらの研修事業を積極的に活用するようお願いする。

① 国立身体障害者リハビリテーションセンター学院における研修

国立身体障害者リハビリテーションセンター学院は、国家資格である義肢 

装具士や言語聴覚士の養成をはじめ、身体障害者のリハビリテーションに従 

事する専門職員の研修を|資料4 |（P62）のとおり実施することとしているの 

で、市町村等関係機関、施設等に対する周知及び職員の積極的派遣について
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助言方よろしくお願いしたい。

② 全国身体障害者総合福祉センター（戸山サンライズ）における研修

全国身体障害者総合福祉センターにおいては、国の委託事業として身体障 

害者福祉関係職員の研修を|資料5 |（P66）のとおり実施することとしている 

ので、市町村等関係機関、各施設等に対する周知及び職員の積極的派遣にっ 

いて助言方よろしくお願いしたい。

ィ 知的障害児（者）関係専門職員

知的障害児（者）の高齢化や障害の重複化、さらには自閉症等の特有の発達 

障害を有する障害児（者）に対する取組の強化等に伴い、これらに関連する業 

務に従事する専門職員の資質向上を図ることは重要な課題である。

このため、国立秩父学園附属保護指導職員養成所において、知的障害関係福 

祉施設等で保護指導の業務に従事する職員の資質向上を図るための研修を 

資料6 |（P ）のとおり実施することとしているので、管内市町村、関係機関 

等への周知及び積極的派遣について助言方よろしくお願いしたい。

（7 ）支援費制度移行に伴う国立身体障害者更生援護施設への入所手続き等について

平成12年6月の社会福祉法の制定により、国立身体障害者更生援護施設（以下、 

「国立施設」という。）についても、平成15年4月より利用契約制度が導入され 

たところである。

また、平成12年6月の身体障害者福祉法（以下、「身障法」という。）一部改 

正及び平成14年6月の身体障害者福祉法施行規則一部改正により、新たに国立施 

設への入所の申込みについて規定され、入所申込みを行うことができる身体障害者 

の基準の告示及び入所せ続き等の取扱いに関する通知を発出しているところである。

各都道府県・指定都市•中核市におかれては、引き続き、国立施設への入所の手 

続き等が円滑に行われるよう、管内市町村への周知についてお願いするとともに、 

国立施設へ入所の申込みを行う身体障害者に対する支援等についても、ご指導ご協 
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カ方お願いいたしたい。

なお、国立施設については、身体障害者福祉法第3 6条の2に基づき、身体障害 

者の入所後に要する費用を国が支弁するものであり、都道府県•市町村の支弁はな 

いものである。

ア国立施設への入所手続き

① 国立施設への入所手続きは、身体障害者福祉法第17条の32第1項から同 

条第6項、身体障害者福祉法施行規則第12条の1から第12条の4に規定さ 

れ、国立施設の入所基準は、「国立施設へ入所の申込みを行うことができる身 

体障害者の基準」（平成14年7月3 0日厚生労働省告示第2 5 8号）により 

規定されている。

② 国立施設への入所手続き等に必要な書類については、「身体障害者福祉法第

17条の3 2第1項に規定される国の設置する身体障害者更生施設等への入所 

の取扱い等について」（平成15年1月9日社援発第010900?号 厚生労働省 

社会・援護局長通知）により、「国立施設入所に関する意見書交付申請書」、 

「国立施設入所に関する意見書」及び「国立施設入所申請書」の様式を示してい 

る。また、入所に係る留意事項については、「身体障害者福祉法第17条の32第1 

項に規定される国の設置する身体障害者更生施設等への入所に係る留意事項にっ 

いて」（平成15年3月28日障企第032800!号障害保健福祉部企画課長通知）におい 

て示している。

③ 国立施設は、入所の承諾を行った身体障害者に対し、サービスの提供内容等 

について説明を行い、同意を得た上で契約を取り交わし、その契約は書面によ 

り行う。

④ 国立施設への入所を希望する身体障害者に関する手続きの流れは下図に示す 

ところであるので、こうした入所手続き等が円滑に進むよう、管内市町村に対
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しご指導方よろしくお願いしたい。

审

用
料
の
額
の
決
定•

支
払

⑥

契
約
の
取
り
交
わ
し

ィその他

① 意見書について

身障法第17条の3 2第3項に規定されている市町村による意見書の作成に 

当たっては、国立施設と緊密な連携を図るとともに、特に医学的、心理学的及 

び職能的判定を必要とする場合には、身体障害者更生相談所に判定を求めるな 

どのご指導方お願いいたしたい。

② 利用料について

身障法第17条の3 2第4項及び第5項に規定されている利用料は、国立施 

設の長が入所の承諾を行った身体障害者の申告により、厚生労働大臣が定める 

基準に基づき、当該身体障害者及び扶養義務者の負担能力に応じて当該国立施 

設においてその額を決定することとなっているので、管内市町村に対し、当該 

申告に係る手続き等に関してご指導願いたい。
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（利用料額決定の流れ）

@国立施設の長は入所の承諾を行った身体障害者（以下、「入所者」と 

いう。）の申告に基づき、厚生労働大臣の定める基準により利用料を算 

定する。

〇国立施設における利用料の額の決定に係る挙証資料は、入所の承諾を 

受けた身体障害者に対し、当該国立施設の長が提出を求める。

◎国立施設において決定した利用料の額は、入所者及び市町村に対し、 

当該国立施設の長が書面により通知する。
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V企画課社会参加推進室〉



1障害者の社会参加促進事業について

障害者が住み慣れた地域で自立し、積極的に社会参加できる環境を整備することは 

極めて重要である。このため、従来よりその推進にご尽力いただいているところであ 

るが、平成16年度における障害者の社会参加促進事業については、以下の方針によ 

り実施することとしているので、各実施主体の実情に応じた積極的な取組をお願いす 

る。

〇障害者自立支援・社会参加総合推進事業

ア事業の統合・再編

障害者の自立と社会参加の推進については、ノーマライゼーションの理念の実 

現に向けて、障害者が住み慣れた地域社会の中で自立し、社会に参加できること 

を目的として、これまで都道府県・指定都市が行う「障害者社会参加総合推進事 

業」及び市町村が行う「市町村障害者社会参加促進事業」等において、生活訓練、 

コミュニケーション手段の確保、自立生活の支援等を実施してきたところである。

平成16年度においては、これまでの社会参加促進関係事業に自立支援等推進 

事業を加えて統合・ メニュー化を図ることとし、新たに「障害者自立支援-社会 

参加総合推進事業」として実施する二ととしているので、御了知願いたい。

これにより障害者の社会参加と自立支援を一体的に推進するとともに、地域の 

実情に応じて、総合的、効果的、効率的に事業を実施することができると考えて

いる。
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障害者自立支援•社会参加総合推進事業メニュー事業一覧

1.都道府県事集 2.市町村事集

(1)障害看社会參加総合推進事集
〇 都道府県障害者社会步加推進センター設置事葉 

〇 「障害者11〇番」運営事業

〇相談員活動強化事業

〇身休瞳害者補助犬育成事業

〇生活訓練等事業

r •生活訓練事秦

・音声樓能障害者発声訓練・指導者養成事業
し-家族教室等開催事業

〇情報支援等事業

r •点字による即時情報ネットワーク事集

・奉仕員養成•研修事業

•手話通訳者養成•研修事業

•盲ろう者通釈・ガイドヘルパー養成・研修事業 

・手話通訳設置事業

•字幕入りビデオカセットライブラリー事業
し•点字・声の広報等発行事秦 

〇移動支援事彙

r •指定居宅介護事業者情報提供事業
し・手話通訳者派遣ネットワーク事集

〇スポーツ・芸術活動等振興事業

r •スポーツ・レクリエーション教室開催等事葉 

•スポーツ指導員養成事業
し・芸術•文化講座開催等事業 

〇普及啓発事業

r •社会資源活用悄報磚提供事秦
し•障害に関する正しい知議の普及啓発事集 

〇市町村障害者支援事業

r •奉仕員派遣事葉

・手話通訳者派遣事業

•自動車運耘免許取得•改造助成事集

•地域生活アシスタント事業

・本人活動支援事葉

・家族相淡員紐介事業

・ボランティア活動支援事業
し・ピアカウンセリング事集

〇 盲ろう者向け通訳・介助・派遣事業 

〇障害者1T総合推進事業
r ・障害者I Tサポートセンター運営事業

•パソコンリサイクル事秦

・障害者1・報バリアフリー化支援事業

・パソコンボランティア養成・派遣事業
し« パソコン利用促進事案

(1)市町村障害者社会參加促進事集
〇地域生活支援事業

r ・生活訓練事樂 >

・地域生活アシスタント事業

•本人活動支援事篥

•家族相淡員紹介事業

•ボランティア活動支援事業

・ピアカウンセリング事業
し・福祉機器リサイクル事業 丿

〇情報支援等事業

r ・奉仕員派遣等事集 >

•手話通訳設置事業

・手話通訳者派遣事業
し・点字•声の広報等発行事業 丿

〇移動支援事業

r •自動車運転免許取得・改造助成事業 >
し•重度身休障害者移動支援事篥 丿

〇 スポーツ・芸術活動等振興事業

r •スポーツ・レクリエーショ14達開催尊事業［
し-芸術•文化講座開催等事業 丿

〇広域実施連絡調整事業 

〇リフト付福祉バス運行事業

〇バリアフリーのまちづくり活動事業

¢2)市町村障害者自立支援綽推進事集
〇支援費支給決定円滑化支援事業

r '障害程度区分決定円滑化事集 う
I -支援費支給決定コミュニケーション支援事業丿 

〇訪問入浴サービス事業

〇身体障害者自立支援事業

〇 更生訓練費•施設入所者就職支度金給付事業 

r •更生訓練費給忖事集 >
し・施設入所者就職支度金給付事業 丿

〇職親委託事業

(2)障害耆自立支援樺絵合推進拿集
〇支援費支給決定適正化等支援事業

r ®支KE給加翻睫図るナ〇^の跑嚴H漾 
し・利用者參加型支援費制度向上事集

〇在宅知的障害者巡回相談事業

〇手帳交付事案

r ・知的障害者療育手帳交付事業
し•精神障害者手帳交付事業

〇施設外授産の活用による就職促進事業
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ィ障害者社会参加総合推進事業

（ア）障害者1T総合推進事業

障害者の情報通信技術の利用機会や活用能力の格差是正を図るために、従来の 

周辺機器等の購入費用に対する助成、パソコンボランティアの養成•派遣などの 

支援に加え、平成15年度からは各事業を有機的に結びつけ、効果•効率性を確 

保するとともに、ボランティアの活動支援、専門性をもった利用相談、ITに関 

する情報提供等を行う総合的なサービス拠点としての「障害者I Tサポートセン 

ター」運営事業を開始したところである。

さらに、平成16年度においては、障害者の情報バリアフリーを一層推進する 

ために、「障害者I Tサポートセンター」を拠点とし、パソコン教室の開催など 

を内容とする「パソコン利用促進事業」を実施することとし、IT関連施策を総 

合的かつ一体的に推進する「障害者I T総合推進事業」として下記により実施す 

ることとしているので、積極的な取組をお願いする。

なお、各I T関連事業を総合的かつ一体的に実施することが望ましいものでは 

あるが、実情に応じ各事業単位の実施も可能である。すべての事業を実施するこ 

ととした場合の概要は別添の図のとおりである。

; 「障害者I T総合推進事業」の概要 [
I 1
I I
I I
I I
I I
» L

;1事業の趣旨 :
I I

: 障害者の情報通信技術の利用機会や活用能力の格差是正を図るため、障害者I T；
I I

iサポートセンターを拠点とし、各I T関連事業を総合的かつ一体的に実施し、IT]
! 卜
I »

・を活用しての障害者の社会参加を一層促進することを目的とする。 1
I >
I '
I I
I '
I t
I »

；2 留意事項 1
I I

: 実施主体は、事業の実施に当たり、総合的なサービス提供拠点となる障害者I
I I

:サポートセンターを設置するよう努めるとともに、各I T関連事業が有機的連携の]
I I

:もと、総合的、効果的、効率的に実施できるよう留意すること。 1 



:3 実施事業 : 
I I 

:(1)障害者I Tサポートセンター運営事業 : 
I I 
:(2)パソコンリサイクル事業 1 
I I 

:(3)障害者情報バリアフリー化支援事業 ［ 
I I 
:(4)パソコンボランティア養成•派遣事業 7 
I I 

:(5)パソコン利用促進事業 : 
I t I I I I I r I I i i i i i i i i i i 
［「パソコン利用促進事業」の概要 1 
I I I I I 1 I i I I I I 
:1事業内容 1 
I I 
! 障害者のパソコン利用を促進することを目的に、概ね次のような内容の事業を行］ 

» I I I 
| A ' 
| ノ。 ! I I i i 
:(1)I Tに関する知識の普及•啓発 ［ 
1 I 
: パソコンの活用が、社会生活の幅を広げ、社会参加の促進に資すること等を ］ 
I I 

! 講演会や啓発ポスター•パンフレット等を通じて周知する。 i 
I I 
:(2)パソコン教室の開催 7 
I I I I 
: 講習会等の方法により、概ね次のような内容の事業を行う。 1 
I I 
［ア基礎I 1 
I } I r 
・ パソコンの起動、文書の入力、メールの送受信、インターネットの使用方! 
I k 
! 法等、パソコンの初歩的な操作方法を指導する。 1 
I I 
【 イ基礎u ； 

I I 
! ワープロソフト、表計算ソフトの使用方法等、パソコンの基本的な操作方i 
k t 
I 法を指導する。 i 

> I 

:(3)障害者I T情報の提供 ：t I » I 
; インターネットにより、パソコンを使用する際の周辺機器やソフトの情報・ 
I \ 
; 等、障害者のI T利用を促進するためのあらゆる情報を提供するとともに、ホ］
I 1 1 r 
! ームページに掲示板を作成すること等により、パソコンを活用してのコミュニ］ 
k r
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: ケーションを支援する。 ;
I 1

:2 留意事項 1
1 I
1 I

:(1)講演会、教室等の開催に当たっては、障害者が参加しやすいように、開催日]
I I

: 時、場所等について十分考慮すること。 ;

:(2)パソコン教室の開催に当たっては、講習会に参加することが困難な重度障害]
| i
\ 者を対象とした在宅講習等の方法にも配慮すること。 ]

I I
](3)パソコン教室(基礎n)の開催に当たっては、パソコン使用により文化芸術]
I I
] 活動等趣味や生活の幅が広がるよう、また、パソコンを使用した職業訓練を受]

I I
] 講するための基礎づくりとなるよう、講習内容について十分考慮すること。]
1 t

](4)講師は、受講者の習熟度等に十分配慮するとともに、受講者の人格を尊重!
i I
] し、活動上知り得た秘密は守ること。 ]
I I

](5)障害者I T情報の提供に当たっては、障害者I Tサポートセンター運営事業]
1 I

] において行うことを原則とし、障害者I Tサポートセンターが未設置の場合にI
I »r |
] おいてのみ、本事業で実施することができること。 ]
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障害者I T総合推進事業の概要
G

障害者のI T利用の促進等に積極的に取り組もため、これまでの丨T関連施策を統合し、 

各関連施策を総合的かつ効果的に実施する障害者丨T総合推進事業を実施する。

障害者I Tサポートセンター ※各施策の総合的サービス提供拠点

障

害

者

相談•情報提供等、

I
T

に
関
す
る
知
織
の
普
及
・
啓
発①
 

(

講
演
会' 

啓
発
ポ
ス
タ
—
•

パ
ン
フ
レ
ッ
ト
等)

芸

術

・
文
化
等
障
害
者
の 

趣
味
や
生
活
の
幅
の
拡
大

障
害
者
社
会
參
加
総
合
情
報
の
提
供 

掲
示
板
等
に
よ
る
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
—
シ
ョ
ン③

(

ホ
—
ム
ペ
—
ジ
の
活
用)

I T相談員
•パソコン等の展示・休験学習 •パソコン等の利用相談支援

•パソコンボランティアの活動支援•障害者社会参加総合情報の構築・情報提供等 j

パ

ソ

コ

ン

リ

サ

イ

ク

ル

事

業 

(

中
古
パ
ソ
コ
ン
無
償
斡
旋)

物的支援

障
害
者
情
報
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化
支
援
事
業

(

周
辺
機
器
助
成)

パ
ソ
コ
ン
教
室
等
の
開
催(

基
礎I
)
②
 

※

在
宅m

習W

も
実
施

コミュニケーション.

パ
ソ
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ン
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
養
成
・
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遣
事
業

I
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を
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用
し
て
の
情
報
の
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・
共

有

・
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、
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ケ
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段
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【障
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者
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ジ
タ
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デ
ィ
バ
イ
ド
の
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就労等円!
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ソ
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ン
教
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)
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共
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等

※すべての事業を実施した場合の概要/①〜④について「パソコン利用促進事業」として実施



（イ）盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業

盲ろう者に対する施策として、平成12年度より通訳・介助員の派遣等を行う 

事業を実施してきているところであるが、すべての都道府県・指定都市において 

実施されるに至っていない実態にある。

また一部地域においては、社会福祉法人全国盲ろう者協会により「コミュニケ 

ーション支援等調査•研究事業」として先駆的に実施されているところでもある 

が、当該事業は、調査•研究事業として期間を限定して実施（平成16年度は実 

施見込み）されているものであるので、未実施の都道府県・指定都市においては、 

本事業の直接実施に向けて早急に検討されるようお願いする。

その際には、盲ろう者団体をはじめとする関係団体等の意見を踏まえた上で、 

派遣対象者、派遣事由、手当額、調整者の設置、事業の実施方法等について十分 

な検討を行い、各都道府県・指定都市の実情に即した積極的な取組をお願いする。

（ウ）手話通訳関係事業について

手話通訳関係事業については、従前よりご尽力いただいているところであるが、 

平成15年度から支援費制度が開始されたことも踏まえ、聴覚障害者等への的確 

な情報提供の観点から、手話通訳の養成及び派遣事業について、一層積極的な取 

組をお願いする。

また、手話通訳設置事業については、聴覚障害者等のコミュニケーションの円 

滑化を図るため、手話通訳を行う者を都道府県本庁及び福祉事務所等公的機関に 

設置することとされているものであるが、未設置の都道府県・指定都市におかれ 

ては、その設置の促進について一層の配慮をお願いする。

具体的な設置については、それぞれの公的機関に設置することが望ましいが、 

特定の場所に常設することが困難な場合には、例えば、都道府県の聴覚障害者団 

体に手話通訳者を配置し、その者が必要に応じて公的機関に赴く等、創意工夫に 

よる設置を検討されたい。

なお、市町村障害者社会参加促進事業における手話通訳設置事業についても同 

様であるので、管内市町村に対し、助言指導をお願いする。
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また、手話通訳の設置に当たっては、できる限り通訳技術の高い者を選任する 

ことについても、特段の配意をお願いする。

（エ）市町村障害者支援事業について

本事業は、「障害者自立支援•社会参加総合推進事業」中「市町村障害者社会 

参加促進事業」において実施される事業をまとめたものであり、市町村における 

障害者社会参加促進事業が未実施の間、必要に応じて都道府県が実施できるよう 

にしたものである。したがって、その実施にあたっては、市町村、関係団体等と 

充分な連携を図って実施されたい。

なお、当分の間、市町村が当該事業を実施済である場合においても、その実施 

状況等を踏まえ、都道府県による実施が適当と認められる特別な事情がある場合 

には、実施することができることとしている。

ウ市町村障害者社会参加促進事業

障害者に最も身近な市町村（5万人以上の市、5万人程度の広域圏）において障 

害者の社会参加を促進するため、平成7年度より計画的に市町村障害者社会参加促 

進事業を実施してきたところである。

平成16年度においては「障害者自立支援•社会参加総合推進事業」として統合 

・メニュー化されたところであるが、新障害者プランにおいても「市町村における 

社会参加促進事業の着実な推進を図る」こととされているところであり、管内市町 

村への積極的な取組に関し助言指導をお願いしたい。

また、事業の実施規模等から単独の市町村では取組が困難な場合に、複数の市町 

村が共同して事業を実施するための事業である「広域実施連絡調整事業」の活用な 

ど、広域的取組が積極的に行われるよう配意をお願いする。
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2 身体障害者補助犬法の円滑な施行について

身体障害者の自立と社会参加を促進するために制定された「身体障害者補助犬法」 

については、従来より広報•啓発等の面でご協力いただいているところであるが、平 

成15年10月からは、民間施設での同伴受け入れが開始され、全面施行されたとこ 

ろである。引き続き、本法の円滑な施行についてご協力をお願いする。

(1)身体障害者補助犬の育成

身体障害者補助犬の使用による、障害者の社会参加を促進するためには、良質 

な補助犬の育成に努める必要がある。このことからも、統合•メニュー化された 

「障害者自立支援・社会参加総合推進事業」において、引き続き補助対象として 

いるので積極的な取組をお願いする。

なお、身体障害者補助犬法附則第三条に基づく補助犬(いわゆる暫定犬)の表 

示の期限は平成16年9月3 0日までとなっているので、指定法人における認定 

について、訓練事業者等を通じ、働きかけをお願いする。

(2) 身体障害者補助犬の一層の周知について

昨年、宿泊施設における盲導犬同伴の宿泊拒否の問題について報道がされたと 

ころであるが、身体障害者補助犬同伴の円滑な受入れのためには、法の趣旨、補 

助犬の役割等についての一層の周知が必要となるところである。各都道府県等に 

おいても、引き続きポスター、パンフレット等による普及啓発に努められたい。

(3) 身体障害者補助犬に関する相談及び苦情への対応

社会福祉事業としての訓練事業や受入れ等に関する相談・苦情が寄せられた場 

合は、法の趣旨等の充分な説明を行うとともに必要に応じ社会福祉法に基づく福 

祉サービスに関する苦情解決制度の活用や監査の実施等によりヽ適切な対応をと 

られるようお願いする。

なお、訓練事業者は、事業運営上、各種の相談等に対応することとなるため、 

利用者に関する秘密の保持についてもご留意方併せてお願いする。
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(4)第二種社会福祉事業の届出及び社会福祉法人認可申請

社会福祉法の改正により、平成15年4月1日から介助犬や聴導犬の訓練事業 

が第二種社会福祉事業となったところである。これにより、介助犬や聴導犬の訓 

練事業者が当該事業の開始について届出を行うこととなるので、内容の審査等適 

正な対応をお願いする。また、介助犬及び聴導犬の訓練事業に係る社会福祉法人 

の認可についても、引き続き関係通知等に基づく適切な審査及び指導をお願いす 

る。

(5)身体障害者補助犬のトレーナーの研修

良質な補助犬の育成のためには、その育成に携わる訓練者に対し、補助犬及び 

障害者福祉制度や障害・疾病に関する基礎知識等などの研修を行い、訓練者が身 

体障害者のニーズを的確に把握し育成を行うための資質の向上を図ることが必要 

となっているところである。

このため、平成15年度には、国立身体障害者リハビリテーションセンター学 

院において「介助犬訓練者研修会」が実施されたところであり、引き続き、平成 

16年度においても実施することとされている。なお、16年度においては、聴 

導犬訓練者についての研修も行われる予定であるのでご了知願いたい。
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3障害者スポーツ•文化芸術活動の推進について

(1)障害者スポーツの推進

近年、障害者スポーツは、地域の中で確実に普及し、本年開催されるアテネパ 

ラリンピックに代表される様々な競技大会により、広く国民の関心を集めるもの 

となってきている。

このような状況の下、これからの障害者スポーツについては、生活をより豊か 

にするという視点に立ち、生活の中で楽しむことができるスポーツ、さらに競技 

としてのスポーツを積極的に意義づけ、障害者全体のスポーツの振興を図ってい 

く必要がある。

こうした考え方を踏まえ、平成13年度からは、従前の身体障害者と知的障害 

者のスポーツ大会を統合し、「全国障害者スポーツ大会」として開催していると 

ころであるが、大会実施競技のあり方について、障害者全体のスポーツの振興と 

いう観点から、必要な検討を行っていきたいと考えている。

また、新たな「障害者基本計画」において、障害者スポーツの振興は財団法人 

日本障害者スポーツ協会を中心として進めることとされたところであり、昨年6 

月、同協会から、障害者スポーツ振興のための中・長期的方策を内容とする「21 

世紀における障害のある人のためのスポーツ振興」が報告されたところである。

今後とも、競技選手の育成強化、指導員の養成等、障害者スポーツの基盤整備 

事業については、同協会を中心として進めることとしているので、各都道府県・ 

指定都市におかれては、同協会をはじめ管下障害者スポーツ関係団体等との十分 

な連携を図り、障害者スポーツの一層の振興に努められたい。

地域における障害者スポーツの振興という観点から、障害者の身近なところで 

スポーツを指導する障害者スポーツ指導員を養成し、活用することが不可欠であ 

る。各都道府県・指定都市におかれては、従来より初級スポーツ指導員及び中級 

スポーツ指導員の養成に尽力いただいているところであるが、障害者社会参加総 

合推進事業により、引き続きその養成に努められたい。指導員のより有効な活用 

の方策については、昨年6月、財団法人日本障害者スポーツ協会から、「障害者 
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スポーツ指導者の活用を考える研究委員会報告書」が報告されたところであるが、 

そこで把握した実態と課題を基に、引き続き具体的な改善方法についての検討が 

進められておりヽ本年度の報告書がまとまり次第、情報提供していく予定である。

また、都道府県•指定都市の障害者スポーツ協会は、地域における障害者スポ 

ーツの振興を図るうえで中核的な役割を担うものであるので、今後ともその組織 

づくりについて積極的に取り組まれたい。

（2）障害者スポーツ大会の開催

ア全国障害者スポーツ大会

平成16年度における標記大会が次のとおり開催される予定であるので、各都 

道府県・指定都市におかれては、選手団の派遣等についてご配意願いたい。

当該大会における各都道府県・指定都市の個人競技選手参加枠は別紙のとおり 

であるので、了知されたい。

なお、選手団の参加申込期限は、第4回全国障害者スポーツ大会実行委員会事 

務局宛・平成16年6月3 0日（水）必着とするので、期限の厳守についてご尽力 

願いたい。

〇 第4回全国障害者スポーツ大会（「彩の国まごころ大会」）

会 期:平成16年11月13日（土）〜15日（月）

主 催:厚生労働省、（財）日本障害者スポーツ協会、埼玉県 他 

開催地:熊谷市、川口市、さいたま市、行田市、東松山市、深谷市、 

桶川市、妻沼町

ィ国際大会

平成16年度においては、以下の国際大会が次のとおり開催される予定である 

ので、各都道府県・指定都市におかれては、選手の育成、強化並びに派遣に係る 

便宜の提供等について格段のご配慮を願いたい。

〇 2 0 0 4年アテネパラリンピック競技大会

会期:平成16年9月17日（金）〜2 8 0 （火）

開催地:ギリシャアテネ

主 催:国際パラリンピック委員会、アテネ組織委員会
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〇 第20回夏季デフリンピック競技大会

会期:平成17年1月5日（水）〜16 0（0）

開催地:オーストラリア メルボルン

主催:国際ろう者スポーツ委員会

〇 2 0 0 5年スペシャルオリンピックス冬季世界大会一長野

会期:平成17年2月2 6日（土）〜3月5日（土） 

開催地:長野県 長野市、山ノ内町、牟礼村、白馬村 

主 催:スペシャルオリンピックス国際本部

（3）文化芸術活動の推進

障害者の文化芸術活動への参加を通じ、自立と社会参加の促進に寄与することを 

目的として、平成13年度に「障害者芸術•文化祭開催事業」を創設したところで 

ある。

本事業については、平成14年度は岐阜県、平成15年度は東京都において開催 

したところであり、平成16年度については、兵庫県において開催することとして 

いるところである。詳細については、本事業に係る実施要綱が策定され次第ご連絡 

する予定であるが、その際に、各種作品の募集等についてご協力をお願いする予定 

であるのでご了知願いたい。

また、障害者の文化芸術活動については、「障害者自立支援•社会参加総合推進 

事業」において助成することとしているので、各都道府県等において積極的な取組 

を行って頂くとともに、平成17年度以降の全国大会の開催について、積極的なご 

検討をお願いしたい。
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（別紙）

第4回全国障害者スポーツ大会 
都道府県・指定都市別個人競技参加枠割当数

都道府県（市）
個人競技参加枠割当数

都道府県（市）
個人競技参加枠割当数

身体 知的 合計 身体 知的 合計

北海道 2 9 3 6 6 5 鳥取県 7 ! 〇 1 7

青森県 11 1 7 2 8 島根県 9 1 2 2 1

岩手県 11 1 5 2 6 岡山県 1 8 2 6 4 4

宮城県 ! 〇 1 4 2 4 広島県 1 3 1 8 3 1

秋田県 ! 〇 1 4 2 4 山口県 1 3 1 6 2 9

山形県 ! 〇 1 3 2 3 徳島県 9 1 2 2 1

福島県 1 4 1 7 3 1 香川県 9 1 2 2 1

茨城県 1 6 2 7 4 3 愛媛県 1 2 1 6 2 8

栃木県 1 5 2 2 3 7 高知県 9 11 2 〇

群馬県 1 5 2 2 3 7 福岡県 1 7 2 3 4 〇

埼玉県 6 7 1 〇 4 1 7 1 佐賀県 9 1 4 2 3

千葉県 2 〇 3 2 5 2 長崎県 1 3 1 9 3 2

東京都 5 3 7 3 12 6 熊本県 1 4 2 〇 3 4

神奈川県 1 9 2 9 4 8 大分県 1 2 1 4 2 6

新潟県 1 5 2 1 3 6 宮崎県 11 1 5 2 6

富山県 9 1 3 2 2 鹿児島県 1 5 2 1 3 6

石川県 9 1 2 2 1 沖縄県 ! 〇 1 6 2 6

福井県 8 11 1 9 札幌市 1 2 1 5 2 7

山梨県 11 1 6 2 7 仙台市 7 11 1 8

長野県 1 4 2 〇 3 4 さいたま市 2 7 4 1 6 8

岐阜県 1 4 1 9 3 3 千葉市 ! 〇 1 5 2 5

静岡県 2 8 4 3 7 1 横浜市 1 7 2 7 4 4

愛知県 2 〇 3 2 5 2 川崎市 ! 〇 1 6 2 6

三重県 1 2 1 6 2 8 名古屋市 1 2 1 8 3 〇

滋賀県 9 1 5 2 4 京都市 1 2 1 6 2 8

京都府 11 1 4 2 5 大阪市 1 7 2 1 3 8

大阪府 2 8 4 1 6 9 神戸市 1 2 1 5 2 7

兵庫県 2 1 2 8 4 9 広島市 8 1 2 2 〇

奈良県 ! 〇 1 4 2 4 北九州市 9 1 4 2 3

和歌山県 ! 〇 1 3 2 3 福岡市 9 1 3 2 2

合計 891 1,272 2,163
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4 補装具給付事業について

（1）給付判定事務運用上の留意事項について

補装具は、失われた身体部位又は損なわれた身体機能の補完•代償の役割を担う 

用具であり、身体障害者•児の自立と社会参加に大きく影響を与える特性を有する 

ものであることから、その給付（交付・修理）については、適正に行われることが極 

めて重要である。

補装具給付判定事務の運用については、「補装具給付事務の取扱いに関する指針 

について」（平成12年3月31日障第2 9 0号）の別紙「補装具給付事務取扱指 

針」に加えて、昨年7月には、「補装具給付事務の適正実施に係る専門家会議」に 

おける検討結果としての報告書により、市町村における補装具給付判定事務実施の 

際の必須の基礎知識及び問答形式による給付種目別の具体的な給付判定事務の実施 

方法等についてお示しし、その円滑•適正な実施をお願いしているところである。

先般、地方分権改革推進会議より、市町村の判断のみで給付可能な補装具の種目 

を追加することについて、平成15年度中に検討し、結論を出すよう意見がなされ 

たことを受け、現在、「補装具給付判定事務検討委員会」を設置し、専門家の意見 

及び全国の身体障害者更生相談所等を対象に実施した給付判定事務に係る実態調査 

の結果等を踏まえながら、事務手続の簡素化の可否を含め、今後の補装具給付制度 

の適正な運用のあり方等全般についての検討を進めているところである。

本検討委員会における議論の結果については、今後、報告書等によりお示しする 

こととしているが、補装具給付判定事務の運用に当たり、各都道府県におかれては、 

身体障害者更生相談所と十分な連携を図りながら、市町村間の連絡調整、実態把握 

等に努め、補装具給付の一層の円滑化にご・配意頂くとともに、管内の市町村に対し 

ては、補装具給付の実施主体としての自らの責任及び身体機能の補完•代償という 

補装具が果たすべき役割の重要性について再度認識し、下記の事項に留意の上、身 

体障害者更生相談所、指定育成医療機関又は保健所、補装具製作業者等と緊密な連 
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携を図りながら、公正•公平に給付事務を運用するよう、改めて周知徹底をお願い 

したい。

ア給付の実施主体としての体制整備

市町村が行う身体障害者を対象とする補装具の給付の決定は、身体障害者更生 

相談所による判定に基づく場合のほか、医師が作成する補装具給付意見書又は自 

らの判断に基づき決定する場合があるが、当該決定に当たっては、補装具給付制 

度における専門的・技術的判定の中枢機関である身体障害者更生相談所に対し、 

必要に応じて、補装具の構造、機能等に関する技術的助言を求め、身体障害者の 

障害状況、生活環境等に真に適合する用具について給付の決定を行うよう努める 

こと。

また、身体障害児を対象とする給付で、指定育成医療機関又は療育の指導等を 

行う保健所の作成する意見書により決定する場合においても、身体障害者更生相 

談所に対して必要な助言を求めることにより、心身の発育過程の特殊性も十分に 

考慮した給付の決定を行うよう努めること。

イ処方内容と給付する補装具の整合性の確認

真に必要とされる補装具の給付及び適正な受託報酬額の決定を行うため、身体 

障害者更生相談所又は補装具給付意見書を作成する医師等による処方内容と、補 

装具製作業者により製作等が行われた補装具に係る見積書又は現物との確認につ 

いて、必要に応じて身体障害者更生相談所等の助言を得ながら、確実に行うよう 

努めること。

ウ 身体障害者更生相談所、補装具製作業者等との福祉用具関連情報の共有

申請者の身体状況に応じた補装具の交付が効果的に行われるよう、機種の改良、 

操作性の変更、新たな製品の発売、製造の中止等に関する福祉用具関連情報にっ 

いて、身体障害者更生相談所、補装具製作業者等と共有する環境の確保に努める 

こと。
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工紙おむつの支給対象要件の徹底

ストマ用装具に代えて、紙おむつを支給して差し支えないこととする特例の取 

扱いについては、平成12年度からは、地方分権の趣旨を踏まえ、それまでは基 

準外交付として国への協議を必要としていた、脳性麻痺等脳原性運動機能障害に 

より排尿又は排便の意思表示が困難な者に対する支給を含め、市町村の決定によ 

り実施されているところであるが、平成12年度以降、特に身体障害児を対象と 

する紙おむつの支給件数において、大幅な増加の傾向が見られるところである。

ついては、紙おむつの支給対象要件を改めて確認の上、遵守するとともに、身 

体障害者更生相談所又は指定育成医療機関等による判定又は助言に基づき、適正 

な支給を行うこと。

(2)告示及び関係通知の改正について

ア 「補装具の種目、受託報酬の額等に関する基準」

平成16年度における補装具給付に要する費用の算出基礎となる標記告示につ 

いて、企業物価及び民間給与等人件費の動向、補装具製作業者に対する価格調査 

結果、補装具製作•修理の実態並びに関係団体からの要望等を踏まえ、受託報酬 

基準額、製作工程等に関して、所要の改正を行うこととしているので、ご了知願 

いたい。

ィ「補装具の種目受託報酬の額等に関する基準に係る完成用部品の指定について」

完成用部品に係る指定申請のうち、昨年度からの継続審査となっていた座位保 

持装置用の部品に関する審査が終了したことから、当該審査の結果を踏まえた標 

記指定通知を今年度内に発出することとしているので、ご了知願いたい。
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日常生活用具給付等事業について

(1) 給付の合理化・適正化について

ア耐用年数の新規設定について

現在、給付対象種目に係る耐用年数については、実施主体である各市町村にお 

いて、必要に応じて、自主的に設定されているところであるが、平成16年度か 

らは、国が定める実施要綱において種目ごとの耐用年数を設定し、給付する用具 

について一定の使用期間を確保することにより、用具の適正使用の環境整備及び 

事業費執行の合理化を図ることとしたので、管内の市町村に対して周知徹底をお 

願いしたい。

なお、修理が不可能となった場合以外の耐用年数経過前の再交付は、国庫補助 

の対象とはならないので、ご了知願いたい。

ィ給付可否の判断、品目選定の適正化について

最近においては、新たな機能が付帯する製品や、複数の機能を一体で備える製 

品等、様々な福祉用具が開発・販売されているところであるが、身体障害者等よ 

り、これらの福祉用具の給付申請がなされた場合は、当該福祉用具の備える性能 

が、国が定める実施要綱上の各種目の性能に合致するか否かについて十分検証の 

上、給付の決定を行うよう、管内の市町村に対して周知徹底をお願いしたい。

ゥ基準単価の改定について

平成16年度においても、給付実績単価、市場価格の動向等を踏まえた基準単 

価の改定を行うこととしているので、ご了知願いたい。

(2) 給付対象種目の入換えについて

平成16年度より、以下の種目を給付対象種目に取り入れることとしたので、管 

内の市町村に対して周知をお願いしたい。
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〇視覚障害者用ポータブルレコーダー

【性 能】

音声又は点字等により操作ボタンが知覚で 

き、かつ、DAISY方式で録音された録音 

図書の再生、ページ又は見出しごとの検索及 

びDA I SY方式等による録音が可能なもの。

【給付対象者】

視覚障害2級以上

（例）プレクストークがータフ、'ノルコー夕''PTR1

【基準額】

8 9 , 8 0 0 円

本種目は、現行の「盲人用テープレコーダー（身体障害者対象。身体障害児対象 

では「テープレコーダー」。）」と入替えて給付対象種目に取り入れるものであるが、 

申請者が、入換え前の現行種目に相当する用具の給付を希望する場合は、これを給 

付して差し支えないものとする。

（3）給付対象種目の廃止について

以下の種目については、

・種目取入れから一定年数が経過していること

•現在、販売されている製品は、比較的、価格が低廉であり、全額自己負担に 

よることとした場合も過剰な負担にはならないこと

等を踏まえ、平成16年度より給付対象種目から廃止することとする。

廃止!盲人用電卓
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6視聴覚障害者への情報提供体制の整備について

（1） 聴覚障害者情報提供施設の整備促進について

聴覚障害者に対する情報提供及びコミュニケーション支援体制の一層の充実にっ 

いては、日常生活における必要性に加えて、自然災害等緊急時の対応の観点から、 

喫緊の課題として挙げられてきたところであり、このことを踏まえ、新たな「障害 

者基本計画」においては、聴覚障害者情報提供施設の全都道府県での整備を促進す 

ることを掲げているところである。

未だ聴覚障害者情報提供施設が設置されていない道府県においては、具体的整備 

計画について早急に検討されるようお願いする。

なお、本施設の設置に当たっては、民法（昭和2 9年法律第8 9号）第3 4条に 

基づく公益法人等、適切に運営を行うことが可能な主体について広く検討を行うな 

ど、地域の実情に即した効率的・効果的設置に係る検討についても積極的に取り組 

むようお願いする。

（2） 声の図書事業におけるインターネット配信の導入等について

現在の高度情報通信技術の発展•普及に伴い、インターネットによる通信網は、

障害者のための情報バリアフリー・コミュニケーション支援のためのツールとして 

も極めて有用となっていることから、身体障害者関係団体に委託の上、実施してい 

る視覚障害者対象の情報提供等事業のうち、以下の事業について、平成16年度よ 

り、事業実施体制にインターネットの活用を導入し、利用者のより一層の便宜に資 

することとしたので、管内の市町村を通じて、視覚障害者に対する利用の周知をお 

願いしたい。

ア声の図■事業（委託先:（福）日本点字図書館、（福）日本ライトハウス）

声の図書（録音図書）の録音媒体を従前のカセットテープから、より大量の情 

報収載が可能なCDに平成16年度より順次移行を図るのと併せて、インターネ 

ットによる配信を開始するもの。
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イ録音広報発行事業（委託先:（福）日本盲人会連合）

厚生労働白書を含む各種情報の提供方法に、従前のカセットテープへの録音に 

加えて、インターネットによる配信を導入するもの。

ウ全国盲人生活相談事業（委託先:（福）日本盲人会連合）

点宇図書情報サービス事業（委託先:（福）日本ライトハウス）

電話又は文書等により受け付けていた日常の各種相談等について、時間等を気 

にせずに送受信が可能となるメールによる受付けを導入するもの。
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? 国際障害者交流センターについて

「国際障害者交流センター（愛称:ビッグ•アイ）」は、「国連•障害者の十年」を 

記念する施設であり、障害者の「完全参加と平等」の実現を図るシンボル的な施設とし 

て、①障害者の国際交流、②重度・重複障害者を含む全ての障害者の交流活動、③障害 

者自らが行う文化-芸術の発信など、障害者の様々な活動や支援の拠点となるよう施設 

全体をバリアフリー化し、障害者だけでなくあらゆる人々にとって利用しやすい施設と 

して建設されたものである。

平成16年度においては、引き続き以下の事業を実施する予定であるが、これら事業 

の実施に当たっては、平成15年度と同様、研修事業の周知、参加者の推薦、調査活動 

へのご協力等をお願いすることとなるので、ご'配慮願いたい。

なお、平成16年度の事業計画の詳細については、資料編6の国際障害者交流センタ 

一（ビッグ•アイ）における事業計画（案）を参照されたい。

【平成16年度実施予定事業】

1 手話通訳者・手話通訳士現任研修事業

手話通訳者•手話通訳士の資質と技術の向上を図る。

2 障害者パソコンボランティア指導者養成事業

障害者にパソコンの使用方法を指導するパソコンボランティアの指導者の養成 

を行う。

3 災害支援ボランティアリーダー養成事業

災害発生時、障害者に対するきめ細かな支援活動に資するよう、救助•支援活 

動をサポートするボランティアリーダーの養成を行う。

4 障害関係福祉情報等提供事業

以下に掲げる方法により、ビッグ•アイにおいて開催される各種行事の開催予 

定、障害者支援団体に関する情報の提供等を行う。

¢1）障害者芸術•文化情報の発信

①ホームページの運用

当センターの紹介、アクセス、事業案内を始め、障害者団体が開催する障害者 

の芸術・文化事業等の情報を、当センターのホームページを通じて提供する。
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② ビッグ・アイ インターネット美術館の運営

障害者の作成した絵画、イラストなどを募集し、当センターのホームページに 

開設しているインターネット美術館(BiG-i Museum)に掲載する。

③ 情報誌「ビッグ•アイ」の発行

障害者の芸術活動に関する国内外の情報、当センターの紹介•事業報告などを 

掲載した情報誌「ビッグ・アイ」を発行し、全国の障害者団体・施設等へ配布する。

④ 障害児の作品展

養護学校などの作品を中心にパネル展を開催する。

(2)情報収集や交流の場の提供

① 障害者の社会参加に関する相談

障害者が、障害者が自ら行う国際交流へのアシスト、芸術・文化活動へのサポ 

ート、パソコンやインターネット等の情報化へのアドバイス、及びその他障害者 

の社会参加に関する分野に対して助言•指導等を行うとともに、これらの相談に 

応えられるよう関連情報の収集や関係団体との連絡調整に努める。

② 障害者対応パソコンによる情報提供や操作指導

障害者対応パソコン及び周辺機器を操作体験しながら、様々な情報収集ができ 

るよう操作指導を行う。

③ コミュニケーション機器等の常設展示

「情報と交流」を展示コンセプトとして、障害者の情報収集や交流活動に欠か 

せない意思伝達装置等のコミュニケーション機器を中心に展示し、また、食事を 

交えた交流活動を支える食事用具も併せて展示する。

④ 施設の広報やイベント、研修案内などの情報発信

当センターのパンフレットや行事案内を始め、障害者関連の情報誌等を常置し、 

来館者への情報提供に努める。

5 障害者芸術・文化活動支援事業

障害者の芸術•文化活動についての調査研究や専門家によるアドバイス等を行 

い、障害者の芸術•文化活動の充実•振興を図る。
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6 国際交流事業

海外との交流・協力を目的として、国内外の障害者関係団体の交流等の事業を 

実施する。

なお、施設概要は以下のとおりであり、障害者関係団体等が行う行事や研修、養護学 

校における修学旅行等の宿泊先として、利用していただくことはもちろんであるが、他 

の市民団体、関係機関等にも障害者に対する理解を深めてもらう観点から積極的にご利 

用いただけるよう関係者への周知方ご・配慮願いたい。

養護学校等の宿泊利用実績 （参考）

14年度 15年度

養護学校 12校 2 4校

障害者団体 5 7団体 61団体

その他団体等 6,177 人 5, 700人

*15年度については、16年1月末現在

【施設の概要】

1名称及び愛称

「国際障害者交流センター」（愛称:ビッグ•アイ）

2 所在地

大阪府堺市茶山台!-8-1（泉北ニュータウン泉ヶ丘地区）

（JR新大阪駅から地下鉄御堂筋線・泉北高速鉄道経由で約55分、

泉ヶ丘駅下車徒歩3分）

3 施設規模

地上3階地上1階建（敷地面積 約& 0001rf,延床面積 約12,000nf）

4 主な施設内容

〇多目的ホール

［客席 約1,500席、車椅子利用の場合 約1,000席（うち車椅子席最大約300席）］ 

〇宿泊室35室（洋室26室、和室6室、和洋室2室、重度障害者対応室1室） 

〇大•中・小会議室、バリアフリープラザ（情報・相談コーナー）

〇レストラン（50席）、駐車場
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5 障害者のための特別な機能

〇大型映像設備、集団補聴設備、同時通訳設備を設けた多目的ホール

〇館内自動音声案内設備

〇広い空間を確保したバリアフリー仕様の宿泊室

〇文字言語の画面表示・発光•振動機能を有した緊急時にも対応できる館内案内 

設備

〇光点滅式避難誘導設備等

6 施設の利用予約及び料金等の問合せ先

TEL 072-290-0900

FAX 072-290-0920

URL http://big-i.jp/
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8 手話通訳技能認定試験について

平成15年度の第15回手話通訳技能認定試験は、平成15年9月に第一次試験が行 

われ、同年11月に行われた実技試験の結果を合わせて、平成16年3月31日（水） 

に合格者の発表が行われる予定である。

平成14年度までの認定試験の合格者の累計は、全国で1,215人となっているが、大 

都市を中心とした地域に偏在する傾向が見られるところである。

また、近年、聴覚障害者が手話通訳を必要とする場面は、教育、医療、司法、福祉、 

労働などの各分野に広がり、しかも内容は益々複雑・多様化の傾向にある反面、これ 

らに対応できる高度な技術をもつ手話通訳士の数は十分とは言えない状況にある。

このような状況において、今後とも、「障害者自立支援・社会参加総合推進事業」 

の「手話通訳者養成・研修事業」等を積極的に活用すること等により、手話通訳技能 

認定試験の受験を志す者の拡大と資質の向上に積極的に取り組まれるようお願いする。
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＜企画課監査指導室〉



1 平成16年度における障害保健福祉行政事務指導監査について

（1） 障害福祉施設等に係る指導監査について

ア 障害福祉施設に対する指導監査については、「障害福祉施設等に係る指導監査 

について」（平成15年3月28日障第0328016号厚生労働省社会•援護局障害 

保健福祉部長通知）の別添1.「障害福祉施設指導監査指針」及び別添2「入所措 

置事務等実施機関指導監査指針」を参考として、適正な指導監査の実施に努めら 

れたい。

また、障害福祉施設等における不詳事案が発生し新聞等で報道されているが、 

これらは本来あってはならないことであることから、入所者等に対する適切な処 

遇を確保する観点から、関係法令等に基づく適正かつ厳正な執行をいただきたく、 

特段のご配意をお願いする。

ィ 障害福祉施設は種別が多種であり、種別によって目的、機能等が異なるので、 

その指導監査を行うに当たっては、施設の特性に関して知識経験を有する職員の 

確保、その資質向上のための研修の充実等、指導監査体制の整備強化が図られる 

よう配慮願いたい。

また、施設運営の基本は、入所者に対する適切な処遇を確保することにあるの 

で、個々の入所者の人権を尊重した適切な処遇の確保に重点を置いた指導監査を 

実施するとともに、職員の資質の向上のための研修の充実に努め、有用な人材の 

確保及びその定着が図られるよう指導方お願いする。

（2） 指定居宅支援事業者等に係る指導監査について

支援費制度に対する指導監査については、「指定居宅支援事業者等の指導監査に 

ついて」（平成15年3月28日障第0328011号厚生労働省社会・援護局障害保健 

福祉部長通知）の別添1「指定居宅支援事業者等指導指針」及び別添2「指定居宅 

支援事業者等監査指針」を参考として、適正な指導監査の実施に努められたい。

また、市町村に対する指導については、「支援費支給事務等の市町村の指導につ 

いて」（平成丄5年3月2 8日障第0328014号厚生労働省社会•援護局障害保健福 

祉部長通知）の別添「市町村指導指針」を参考として、円滑かつ適正な運営の確保 
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を図るため、適切な助言指導を行うことが重要であることから、地方自治法に基づ 

き、管内市町村等を対象として、都道府県、指定都市及び中核市が定期的な指導の 

実施に努められたい。

（3）特别児童扶養手当及び特別障害者手当等支給事務指導監査について

ア基本方針

指導監査は、「特別児童扶養手当市町村事務取扱準則」（昭和5 0年8月13 

日児発第5 3 2号の2厚生省児童家庭局長通知）及び「児童扶養手当及び特別児 

童扶養手当関係書類市町村審査要領」（昭和4 8年1〇月31日児企第4 8号厚 

生省児童家庭局企画課長通知）を踏まえて実施するとともに、「特別児童扶養手 

当等支給事務指導監督の実施について」（平成12年6月21日障第4 8 8号厚 

生省大臣官房障害保健福祉部長通知。以下「部長通知」という。）を参考として、 

適正な指導監査の実施に努められたい。

また、地方事務所等に指導監査を委任（専決権付与等）している都道府県にあ 

っては、監査マニュアルの作成、これらに関する研修を行うこと等により、監査 

担当職員の資質の向上、統一的な指導監査の実施に努められたい。

ィ 平成16年度指導監査の重点事項等

（ア）特別児童扶養手当について

① 監査体制の確保

手当の支給事務等について、適切な組織体制、新任職員等に対する研修等 

が確保されるよう指導されたい。

② 適正な請求書受理事務

認定請求書の受理事務について、公的年金受給権の確認、関係機関等への 

照会、診断書、身体障害者手帳又は療育手帳の写の添付及び住民粟の写•戸 

籍謄本等の確認を徹底するよう指導されたい。

③ 支給要件等の審査の徹底

支給要件の審査に当たり、身分関係及び生計維持関係については、戸籍及 

び住民票によるほか、別居監護の場合には、必要な証明書により確認するこ 

ととし、また、所得状況については課税台帳等により確認するよう、的確な
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審査を指導されたい。

（イ）特別障害者手当等について

① 適正な障害程度の認定

障害程度については、障害程度認定基準（昭和6 0年12月2 8日社更第 

162号厚生省社会局長通知）「障害児福祉手当及び特別障害者手当の障害 

程度認定基準について」を踏まえ、適切な認定を行うよう指導されたい。

② 適正な所得審査

所得額の把握については、税務担当部署との緊密な連携等により的確に所 

得審査を行うよう指導されたい。

③ 現況調査等の徹底

受給資格について、社会福祉施設等への入所の有無、3か月を超える入院 

の状況、死亡等を的確に把握するため、市町村、福祉事務所等の関係機関と 

連絡を密にして、十分な調査確認が行われるよう指導するとともに、受給資 

格者の資格喪失に係る届出義務についても、周知徹底を図るよう指導された 

い。

（4）精神病院に対する指導監査について

精神病院に対する指導監査については、平成1〇年3月3日各都道府県知事・各 

政令市長あて4部局長連名通知「精神病院に対する指導監督の徹底について」等に 

基づき実施しているところであるが、今年度厚生労働省が行った精神保健及び精神 

障害者福祉に関する法律（以下「精神保健福祉法」という。）関係行政事務指導監 

査において、精神病院を実地検証した結果、一部の精神病院について、法律上の諸 

手続や身体拘束等の重要事項についての指導が徹底されていない事例等があり、ま 

た、指導後の改善も十分でない状況が見受けられたので、関係部局と連携の強化を 

図るとともに、指導方法に創意工夫を凝らし、適正かつ効果的な指導監査に努めら 

れたい。
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2 平成16年度厚生労・省障害保健福祉行政事務指導監査実施計画等について

（1） 特別児童扶養手当及び特別障害者手当等支給事務指導監査について

平成16年度に都道府県に対して行う指導監査の実施計画については、別紙｝の 

とおりであるので、ご了知願いたい。

（2） 精神保健福祉法関係行政事務指導監査について

精神保健福祉法関係行政事務指導監査の実施計画については、平成16年度にお 

いても、次のとおり重点事項を定め、原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律及 

び結核予防法等関係行政事務指導監査と併せ、別紙2の実施計画により実施するこ 

ととしているので、特段のご協力をお願いする。

また、当該指導監査の際には、平成16年度においても、精神病院入院者の適正 

な医療及保護を図るため、引き続き、各都道府県•指定都市において実施されてい 

る精神病院に対する実地指導の検証を行うこととしているので、関係部局との連携 

を密にし、指導監査を円滑に行うことができるよう特段の配慮をお願いする。

（指導監査重点事項）

ア指定病院及び応急入院指定病院の指定基準の遵守状況

ィ精神病院の実地指導及び実地審査状況

ゥ措置入院及び医療保護入院に係る事務処理状況

工 精神医療審査会における退院請求*処遇改善請求の処理状況（処理期間等）

オ精神医療費の公費負担事務処理状況（公費負担の承認内容、連名簿等の審査 

点検等）

力 社会復帰施設の設置促進及び指導監査の状況

キ精神病院に対する実地指導等の検証

3 その他

平成15年度障害福祉施設等に係る指導監査の実施状況及び指定居宅支援事業者等 

の指導実施状況の提出については、別途通知するので提出方お願いする。
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（別紙1）
平成16年度障害福祉関係（特別児童扶養手当等）指導監査実施計画（案）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 1〇月 11月 12月 !月 2月 3月

栃木県 茨城県 青森県 宮城県 福岡県 山口県 岐阜県 沖縄県 香川県

実闌画 群馬県 愛知県 石川県 福島県 新潟県 秋田県 静岡県 鹿児島県 熊本杲

岩手県 北海道 島根県 神奈川県 愛媛県

(2) ¢2) ¢3) (3) ¢2) (3) (3) (3) (2)

（注）上記の予定は、都合により変更することもありうる。



（別紙2）

平成16年度公衆衛生関係行政事務導監査実施計画 
（精神保健福祉法関係）

※ 平成15年度の対象都道府県・市については、指導監査の結果を踏まえ、平成 
16年度において追加して実施する場合がある。

実施計画 都道府県•.指定都市 備 考

各都道府県・市 
ごと実施日を定 
め通知

（都道府県） [2 3]

宮城県茨城県群馬県埼玉県 

東京都神奈川県長野県岐阜県 

静岡県愛知県滋賀県・大阪府 

兵庫県奈良県和歌山県鳥取県 

島根県岡山県香川県福岡県 

佐賀県長崎県大分県

（指定都市） [7]

札幌市也朮ま市横浜市大阪市 

神戸市広島市北九州市

[合計3 〇!

（注）

対象都道府 
県・市につい 
ては、都合に 
より変更する 
ことがある。
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資料

＜企画課国立施設管理室〉



1国立更生援護施設の・K要

施設名 所在地 事業内容等

国立身休障害者リハビリテーション 

センター

（更生訓練所•病院・研究所•学院）

TEL 04-2995-3100
FAX 04-2995-3102

埼玉県 

所沢市

アー般リハビリテーション課程

肢休不自由、聴覚言語障害、視覚障害等

定員330名

ィ理療教育課程

あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師の養成の 

ための教育訓練の実施

・高卒3年課程
定員13 5名（4 5名）

・中卒5年課程 

定員 フ 5名（15名）

探（ ）は各年度の募集人員

ゥ生活訓練課程

中途失明者に対し、社会生活に適応させるために必要 

な歩行訓練、コミュニケーション訓練等の生活訓練の 

実施

定員 4 0名

国

立 

光 

明 

寮

国立函館視力障害センター

TEL 0138-59-2751
FAX 0138-59-4383

北海道 

函館市 ア理療教育課程

あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師の養成の 

ための教育訓練の実施

•高卒3年課程
定員 各センター90名（30名）

•中卒5年課程 

定員各センターフ5名（15名） 

探（ ）は各年度の募集人員

ィ生酒訓練課程

中途失明者に対し、社会生活に適応させるために必要 

な歩行訓練、コミュニケーション訓練等の生活訓練の 

実施

定員各センター20名

国立塩原視力障害センター

TEL 0287-32-2934
FAX 0287-32-2941

栃木県 

那須郡 

塩原町

国立神戸視力障害センター

TEL 078-923-4670
FAX 078-928-4122

兵庫県 

神戸市

国立福岡視力障害センター

TEL 092-806-1361
FAX 092-806-1365

福岡県 

福岡市

国 

立 

保 

養 

所

国立伊東重度障害者センター

TEL 0557-37-1308
FAX 0557-36-0571

静岡県 

伊東市

重度の肢休不自由者に対し以下の訓練を実施

・理学療法•作葉療法等の医学的リハビリテーション 

の実施

・臓能訓練

・心理判定、ケースワーク等の心理的・社会的リハビリ 

テーションの実施

定員各センター100名

国立别府重度障害者センター

TEL 0977-21-0181
FAX 0977-21-2794

大分県 

別府市

1
S

障

国立秩父学園

TEL 04-2992-2839
FAX 04-2995-2253

埼玉県 

所沢市

知的障害の程度が著しい児童または視覚等に障害のある 

知的障害児に対する保護・指導の実施

定員125名
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（参考）国立更生援護施設ホームページアドレスー覽

施 設 名 ホームページアドレズ

国立身体障害者リハビリテーションセンター http://www.rehab.go.jp/

国立函館視力障害センター http://www.hakodate-nhb.go.jp/

国立塩原視力障害センター http://www.shiobara-nhb.gojp/

国立神戸視力障害センター http://www.kobe-nhb.gojp/

国立福岡視力障害センター http://www.fukuoka-nhb.gojp/

国立伊東重度障害者センター http://www.ito-nrh.gojp/

国立別府重度障害者センター http://www.beppu-nrh.gojp/

国立秩父学園 http://www.chichibu-gakueii.gojp/
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2高次脳機能障害支援モデル事業［概念図］

13〜15年度 16-17年度（予定）

〇サービスの試行的実施

事例収集・分析

「評価基準」
「訓練プログラム」 
「支援プログラム」

の提示

入院•通院

_

く退院、退所

高
次
脳
機
能
障W

者
•

家
族

国
立
職
業
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ハ
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シ
ョ
ン
セ
ン
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身
体
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害
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福
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施
設
等

小
規
模
作
業
所

悄報提供

く連携

■医腸專門職! 

:に艮る支援0

国立身体障害者リハビリテーションセンター

病院 生訓練所

リハビリテーション•生活支援 /
/生活訓練・支援 

・社会適応訓練 
\・戦能訓練・

事例報

連;

・機絶回復訓練

例報告

評価

吿

学院

研修事臺

地方拠点病院等

'は新規事業

連絡協議会

・事例収集・分析

情報提供

务休委員参加

携严蠶ウム:

情 提供

\/

I 專門委員会 
「全国普及に向け 

検討事例■て、制度の活用に 
________ \ !よるサービス提供 

う休制を検討する

A
養加

都道府県・指定都市

・支援休制整備推進委員会、拠点機関
（支援コ-ディネ・ト配置、地域生活支援、リハビリ等提供） 

・相談窓口設置、広報、当事者・家族活動の支援

18年度以降

、 〇全国で各種制度を
活用して、確立さ 
れた支援プログラ 

ムを実施

今

高

次

脳

機

能

障

害

者•

家
族
活
動
の
支
援



3自Bfl症・発連障害支援センターネットワーク极要



（参考）自閉症•発達障害支援センターネットワーク〔概念図〕

各自閉症・発達障害支援センター

〇



4平成16年度 国立身体障害者リハビリテーションセンター学院における研修の概要（案）

研修
掃龌岭錨醸医師 

研修会

豔議畧能等判定

医師研修会

判定医師研修会

1 5

聴晶害者の補轟適合判定 

に従事する医師の研修を行い判 
定技術の向上を図るとともに医 
学的リハビリテーションを推進 
す呂匚芒童目直とする。
脳卒申等による羨病や先天性 

が原因で、音声・言語（そしゃ 
く）機能障害をもつ身体障害者 
の判定に必要な研修を行い、判 
定技術の向上を図るとともに医 
学的リハビリテーションを推進 
することを目的とする。
身体障害者の義肢装具等適合 

判定に従事する医師の研修を行 
い、義肢装具等判定技術の向上 
を図るとともに医学的リハビリ 
テーションを推進することを目 

的とする。ー 
て
般
術
資
す 

つ
全
技
の
と 

わ
活
と
そ
的 

携
生
識
り
目 

に
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よ
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い
に
を
質
る
各都道府県、指定都市及び中 

核市が、身体障害者福祉法の規 
定に基づき行う身体障害者手帳 
の交付事務において、国が示す 
身体障害認定基準（ガイドライ 
ン）に基づいて公平、適正な障害 
認定事務を運用できるよう、身 
障法第15条に規定する医師に 
対し，身体障害者認定基準等の 
必要な知識等を習得させること 
を目的とする。

唱体障2者蟲相談张、勇 

体障害者更生援護施設又は病 
院等において、補聴器適合判 
定に従事する耳鼻咽喉科医師。

身体障害者更生相談所、身 
体障害者更生援護施設文は病 
院等において、音声•言語（そ 
しゃく）機能障害の判定に従 
事する耳鼻咽喉科医師。

身体障害者更生相談所、身 
体障害者更生援護施設又は病 
院等において、義肢装具等の 
適合判定に従事する医師。

身体障害者更生相談所、身 
体障害者更生援護施設又は病 
院等において、視覚的補助具 
の適合判定に従事する眼科医 
師。

障害者更生相談所に勤務（嘱託 
医を含む）する医師
②都道府県等が身障法第15条 
の規定に基づき指定した医師 
で' 都道府県*指定都市及び中 
核市民生主管部（局）長の推薦
する者。

僅 期 咼
确1回】

7月5日（月）〜7月9日（金）

【第1回】
12月6日（月）~12月10日（金）

【第2回】
3月14日.（月）〜3月18日（金）

12月13日（月）〜12月17日（金）

2月2'日饭?月^

HE
5 0 76名

5 0 76 名

T030^

5 0 100 名

5 0 100 名

5 S 20名

2 0 60 召



研修会名 目 的 受講摟格 一 研修期間 〇:
黄星鹹舷端修会 更熬談所の所長等に対し 

て、地域リハビリテーション、 
利用者処遇、福祉機器の活用等 
により、更生相談所の役割機能 
が十分に果たせるための医学的 
な意見交換等を含めた研修を実 
施し、更生相談所業務の円滑な 
推進に寄与することを目的とす 
る。

更癡談所籬及び更生相談 

所長が推薦する職員。

11月11日（木）〜11月12日（金） 2日

義肢装具士研修会 義肢装具の製作、適合評価等 
に関わる専門職員に対して座位 
保持装置の専門的知識及び技術 
を習得させることを目的とす 
る。

~~義肢装具士養成校、リハビ 
リテーション病院等において、 
義肢装具に携わる者で所属長 
の推薦する者。

9月6日（月）〜9月9日（木） 4日 20名

作業療法士研修会 身体障害者のリハ ビリテーシ 
ヨンに従事する作業療法士を対 
象として、実務に必要な専門的 
知識及び技術を習得させ、その 
資質の向上を図ることにより適 
切かつ効果的な業務の運営に寄 
与することを目的とする。

~身舷障害者（児）更生援護施 
設、肢体不自由施設、病院等 
において、現に作業療法に従 
事している者で、免許を有し、 
所属長の推薦する者。

10月6日（水）〜10月8日俭） 3日 20名

理学療法士研修会 身体障書者のリハビリテーシ 

ヨンに従事する理学療法士を対 
象として、実務に必要な専門的 
知識及び技術を習得させ、その 
資質の向上を図ることにより適 
切かつ効果的な業務の運営に寄 
与することを目的とする。

身体障害者（児）更生援護施 
設、肢体不自由施設、病院等 
において、現に理学療法に従 
事している者で、免許を有し、 
所属長の推薦する者。

11月16日（火）〜11月19日（金）~ 4日 20名

リハビリテーション 
心理職研修（基礎）

昜体障害者の心理専門鹼業務 

に従事しリハ領域の経験の浅い 
職員を対象として、心理専門職 
に関する基礎的知識及び技術の 
研修を行い、その資質の向上を 
図り、適切かつ効果的な業務の 
運営に寄与することを目的とす 
る。

都道府県・指定都市及び中 
核市又は身体障害者更生援護 
施設、リハビリテーション病 
院等において、現に心理専門 
職の業務に従事している者で 
所属長の推薦する者。

~5月17日（月）〜5月21日（金）~ 5日 20名

リハビリテーション 
心理職研修会（応用）

貝体障害者の心理専門職業務 

に従事する者を対象として、実 
務に必要な専門知識及び技術を 
習得させ、その資質の向上を図 
り、適切かつ効果的な業務の運 
営に寄与することを目的とす 
る。

~都道府県・指定都市及び中 
核市又は身体障害者更生援護 
施設、リハビリテーション病 
院等において、現に心理専門 
職の業務に従事している者で 
所属長の推薦する者。

9月27日侗）〜10月1日（金）~ 5日 20名



目 的 蠢曲更格 1 一 研修期間 日数 定員
聴覚館害、音声機能障害及び 

言語機能障害のリハビリテーシ 
ヨンに従事する言語聴覚士を対 
象として実務に必要な専門的知 
識及び技術を習得させその資質 
の向上を図ることにより適切か 
つ効果的な業務の運営に寄与す 
ることを目的とする。

竝 舲窘（児「更生援護施 

設、病院等において現に言語 
訓練等に従事している者で、 
免許を有し、所属長の推薦す 
るもの。

11月24日（和〜11月26日（金） 3日 30召

視覚障害生活支援 
研修会

視覚障禽者の支援に携珀て 

いる者に視覚障害者の生活全般 
に関する生活支援の知識と技術 
を修得させることによりその資 
質の向上を図ることを目的とす 
る。

都道府県;指定都市及ぴ中 
核市又は身体障害者更生援護 
施設、盲児施設、病院等にお 
いて視覚障害者の支援に携わ 
っている者で、所属長の推薦 
すを者。 皿

6’月7日（月）〜6月11日俭） 5日 20名

身体障害者更生相談 
所身体障害者福祉司 
等実務研修会

咎郵道府県・指定都市が設置 
する身体障害者更生相談所に勤 
務する身体障害者福祉司等に対 
して職務上必要な技術と知識の 
習得•訓練を行い、職務能力の 
向上を図ることにより身体障害 
者更生相談所業務の円滑な推進 
に資することを目的とする。

身蒜:障害者更生相談所に勤 

務する身体障害者福祉司等で 
あって、都道府県•指定都市 
及び中核市民生主管部（局）長 
の推薦する者。

7月12日（月）~ 7月16日（金） 5日 60名

手話通訳士専門研修会 手話通諛業務に徒事している 

手話通訳士に対して、より高度 
な通訳技術が要求される通訳場 
面に対応できる専門的知識と技 
術の習得に関する現任訓練を行 
い、聴覚障害者の福祉の向上に 
寄与すること卷目的とする。

手話通訳関遠業務に従事し 
ている手話通訳士で、所属長 
の推薦する者。

10月25日（月）〜10月29日（金）~ 5日 20名

リハビリテーション 
看護研修会

リハLリテーション看融・必菱が基礎 

知識を習得し、その資質の向上 
を図るとともに障害者の看護の 
充実に資することを目的とす 
るし 卓亠亠

身*障害者の着護に従事し、 
看護師、准看護師の免許を有 
している者で、所属長の推薦 
する者。

10月19日（火）〜10月22日（金） 4日 50名

福祉機器専門職員 
研修会

材祉機器に関する専門職員に 

研修を行い、福祉機器の使用に 
ついて指導等に必要な専門的技 
術を習得させることを目的とす 
る。

身体障害者更生相談所、市町 
村,福祉事務所、社会福祉施設、 
リハビリテーション病院等に 
おいて、福祉機器相談等を担当 
している専門職員で、所属長の 
推薦するもの。

""1月11日（虫）〜1月14日（金）~ 4日 60名



研修会名 目 的 ~受誰資格 研修期間 丄 日数
城刼頗専門額1 

研修会（応用）

義肢憂具士に奸する靴蠱具 

製作技術の訓練のため、必要な 
専門知識と技術を習得させるこ 
とを目的とする。

蘇妾具占諭する紙型密 

具製作技術の訓練のため、必 
要な専門知識と技術を習得さ 
せることを目的とする。

8月23日（月）二8月27日®） 5日 15 «

盲ろう者通訊ガイド~ 
ヘルパー指導者研修
会（前期）

盲ろう者通訳ガイド 
ヘルパー指導者研修
会（後期）

盲ろう者のコミュニケーショ 
ン通訳に従事している者に対 
し、会話用点字及び盲ろう用手 
話等の専門的知識と技術を習得 
させ、各地域における指導的役 
割を担う人材育成を図ることを 
目的とする。

~市（区）町村において、ガイ 
ドヘルパーとして従事してい 
る者及び現に身体障害者更生 
援護施設等において盲ろう者 
の通訳介助業務に従事してい 
る者で、都道府県・指定都市 
及び中核市民生主管部（局） 
長の推薦する者。

【前期］
6月21日（月）〜6月25日（金）

【後期】
11月8日（月）〜11月12日（金）

10日 20名

介助犬•聴導犬訓練者 
研修会

~介助犬・聴當犬の訓練に従事 
している者を対象として、訓1練 
に必要な専門的知識及び技術を 
習得させ、その資質の向上を図 
ることにより適切かつ効果的な 
業務の運営に寄与することを目 
的とす@ゝ，，

介助夬・聴薄犬の訓練に従 

事しているもので、所属長の 
推薦する者。

~I月17日（月）〜1月21日俭）~
（予定）

5日 20名

高次脳機能障害支援事 

業関係職員研修会

高次脳樋能障害者の診断、評 

価、リハビリテーション、支援 
など関連する諸問題について、 
都道府県・政令指定都市におけ 
る行政担当者、関係機関の担当 
者（病院の医師及び関係する職 
種並びに福祉施設の担当者等） 
が必要な知識及び技術を習得す 
ることを目的とする

都道府県・政令指定都市にお 
ける行政担当者、並びに、関 
係機関（身体障害者更生相談 
所、精神保健福祉センター、 
保健所、病院及び福祉施設等） 
において、診断、評価、訓練、 
支援等に携わる医師及び関係 
する職種にある者で、都道府 
県・指定都审民生主管部（局）長 
から推薦のある者。

［第1回］
7月29日（木）〜7月30日（金）

［第2回］
2月23日（水）〜2月25日（金）

2日

3日

100名

100名



5平成16年度 全国身休障害者総合福祉センター（戸山サンライズ）における研修概要（案）

研修会名 目 的 受搆資格尊 研修期間 日數 定員 資格話定奪

障害者地域生活支援技術研修会 平成15年度から実施に移された支援費 
制度のもと障害者が地域において自立した 

生活を営むことができるよう、その支援休 

制を確保することが喫緊の課題である。そ 

のためには保健、医療、福祉等各種サービ 

スが総合的に推進されることが必要であ 

る〇

よって本研修会においては地城生活支援 

業務に必要な知織及び技術を習得すること 

により、関係職員の資質の向上並びに地域 

生活支援体制の円滑な運営の確保を図るこ 

とを目的とする。

市町村、障害者福祉センター、 

障害者地域生活支援センタ—、 

指定居宅支援事業者及びその他 

関係施設等において障害者の地 

域生活支援業務に携わる者

【身体障害者コース】

10月i 2日（火） 

〜10月15日（金）

【知的障害者コース】 

＜第1回〉

12月7日（火） 

〜12月10日（金） 

＜第2回〉

1月2 5日（火）

〜1月2 8日（金）

4日

4日

4日

15 0名

18 0名

18 0名

障害者施設職員研確会 障害者関係施股及び身休障害者福祉セン 

ター等の新任臓員、機能訓練担当者を対象 

にその職務に必要な知織、技術等を習得さ 

せることにより職員の資竇向上を図る。

新任職員（異動による新任を 

含む）。
6月1日（火）

〜6月3日（木）

3日 5 〇名

OT•PT・スポーツ•レク 

リエーション指導員第で機能回 

復訓練を担当する者及び補助者 

として訓練に携わる者。

9月2 8日（火）

〜9月3 0日（木）

3日 5 〇名

身体障害者福祉センター等 

職員研修会

身体障害者福祉センターの管理者、職員 

及び機能訓練担当者について、施設管理、 

相談指導、身体障害者の機能回復訓練及び 

レクリエーション活動の実施等、その職務 

に必要な知識、技術等を習得させることに 

より、身体障害者福祉センターの活動の充 

実を図ること。

施設長、幹部職員を対象とし、 

演］®発表、グ”プテ•イス姑ションによ 

る研究討勲

（開催地:愛媛県）.

11月2 5日（木）

〜11月2 6日（金）

2日 5 〇名

施設長、幹部職員を対魚とし、 

基！W講演、特別搆演のほか、身 
休障害者福祉センター全国連絡 

協議会総会を同時開催する。

2月2 4日（木）

~ 2月2 5日（金）

2日 5 〇名

障害者保健福祉サービス 

コーディネーション研修会

〜身体障害者コース〜

身体障害者が地域で質の高い生活を送れ 

るように障害の特性、地域における保健福 

祉サービスを展開していくためのコーディ 

ネーションの理論と手法について研修し、 

対象者の二一ズに合わせたプログラムを立 

て、情報の収集•提供に優れた人材を養成 

し、地域における障害者福祉の推進に寄与 

する-

都道府県、市町村、福祉事務 

所、社会福祉協議会、保健所、 

身体障害者福祉セント铮地域利用 

施設（各種通園事業、ディケア 

事業を含む）に所属し、地域に 

おいて障害者福祉に携わる者。

＜ベーシックコース＞ 

7月6日（火）

〜7月9日（金）

＜アドバンストコ—ス〉 

1月11日（火）

〜1月14日（金）

4日

4日

15 0名

5 〇名



№2

※ 上記の研修会概要は都合により変更することがあります。

研修会名 目 的 受講資格等 研修期間 日数 定員 資格認定解

障害者保健福祉サービス 

コーディネーション研修会 

〜知的障害者コース〜

知的障害児•者の障害特性を理解し、地 

域生活を送る上での保健福祉サービスを円 

滑に行うためのコjディネ1ションの理輪 

と手法について研修し、対魚者のニーズに 

合わせたプログラムを立て、情報の収集* 

槌供等に優れた人材を育成し、地域におけ 

る障害者福祉の推進に寄与する。

都道府県、市町村、福祉事務 

所、社会福祉協議会、保健所、 

知的障害児（通園）施般、知的障 

害者援護施設等に所厲し、地域 

における障害者福祉に携わる 

者。

V第1回ベーシックコース〉 

6月15 0 （火）

〜6月18日（金）

＜第2回ベーシックコース〉 

9月7日（火）

~ 9月!.0日（金） 

＜アドバンストコース〉 

3月8日（火）

〜3月11日（金）

4日

4日

4日

18 0名

18 0名

5 〇名

障害者のためのレクリエーション 

支援者養成研修会

障害者に適したレクリエーション種目及 

びレクリエーションワークの実施方法並び 

にリハビリテーションと余暇生活との関連 

性等について研修を行い、身体障害者レク 

リエーション活動•支援に習熟した支援者 

の育成を図ることにより、障害者レクリエ 

ーション事業の推進に寄与すること。

第3回は過去の受搆者を対象に事例検 
討、グループ討議を中心に行い、施設での 

レクリエーション活動を活性化させる。

身体障害者更生施設等におけ 

る指導員・各種セラピスト等の 

うち、とくにレクリエーション 

ワ「クの研究開発蒔に関心のあ 

る者。

第3回は過去の受搆者対象

く第1回〉

5月18日（火）

〜5月21日（金） 

く第2回〉

8月2 4日（火）

〜8月2 7日（金） 

く第3回〉

11月16日（火）

〜11月19日（金）

4日

4 B

4日

5 〇名

5 〇名

5 〇名

修了者は日本レ列エ- 

ション協会 公認「り!）工

シ ヨン•インストラクタ-」資 

格取得のための一 

部の履修が免除さ 

れる。

障害者スポーツ指導員養成研修会 障害者の適性に応じた運動競技種目及び 

身体運動の実施方法並びにリハビリテーシ 

ヨンとめ関連性等について研修を行い、障 

害者スポーツの指導に習熟した指導者の育 

成を図ることにより、障害者スポーツの推 

進に寄与すること。

日本社会福祉教育学校連盟加 

盟校の学生で障害者のスポーツ 

■レクリエーション活動に興味 

があり、今後の障害者スポーツ 

活動の振興に貢献する意欲のあ 

る者。

く第1回〉

7月2 0日（火）

〜7月2 3日（金） 

く第2回〉

8月3日（火）

〜8月6日（金） 

く第3回〉

2月15日（火）

〜2月18日（金） 

く第4回〉

3月2 2日（火）

〜3月2 5日（金）

4日

4日

4日

4日

10 0名

10 0名

10 0名

10 0名

（注｝

修了者は日本障窖 

者スポーツ協会公 

認「初級スポーツ 

指導員」の資格取 

得を申請すること 

ができる。

（その他）平成15年度に実施した「福祉施設職員向け コミュニケーション技術・ I T活用技術研修会」は今年度も実施する予定です。開催内容等は別途定める予定。



6 平成16年度国立秩父学園附属保護指導職員養成所における研修の概要（案）

研修会名 目 的 受講資格 研修期間 日数 定員

新任職員コース

知的障害関係施設で直接援助職員として働 

くために必要な基礎的な知識を習得し、福祉 
の心を培い資質の向上を図るとともに、参加 
者相互の交流を図ることを目的とする。

知的障害関係施設の職員 9月13日（月）
〜9月17日（金）

5日 4 〇名

指導員・保育士コース 

（春）

知的薩害関係施設で働いている職員に、搆 

義を中心に知識技術等を学ばせ、資質のさら 
なる向上を図ることを目的とする。

テーマ「医学・治療•援助技法を中心に」

知的障害関係施設の職員 
（看護師等も含む）

6月7日（月）
〜6月18日（金）

10 0 4 0名

指導員•保育士コース

（秋）

知的障害関係施設で働いている職員に、講 
義・実習・見学を通して基礎的な理論を学ば 
せ、実践の場で生かせる技術を習得させるこ 
とを目的とする。

テーマ「暮らしを支える
〜知的障害者のQOL」

知的障害関係施設の職員 
（看護師等も含む）

10月18日（月）
〜10月2 9日（金）

10 0 4 〇名

看護師コース
施設の担うべき役割、・施設における医療（看 

護）の役割、知的障害児（者）への看護のあ 
り方、福祉（支援スタッフ）と医療（医療ス 
タッフ）との連携、さらにこれからの地域福 
祉の中での施設医療の目指す方向等について 

研鑽を積むことを目的とする。

知的障害関係施設利用者の 
健康管理にあたる看護師

7月6日（火）
〜7月9日（金）

4日 4 〇名

施設長コース
施設の運営を包括的にとらえ、運営に関す 

る専門的な研修を実施し、施設長の資質の向 
上、最新の情報の提供、課題を持ち寄っての 
討議の場とするとともに施設相互の交流を図 

ることを目的とするC

知的障害関係施設の施設長 
または施設長代理

11月9日（火）
〜丄1月11日（木）

3日 3 〇名

テーマ別研修

①行動障害コース 行動障害のある知的障害児（者）の療育を 
行う上で必要な専門的理論を学び、実踐の場 
で生かせる技術を習得させることを目的とす 

る。

函的障害施設•重度心身障 

害児施設・国立療養所の職員 
及び看護師

12月1日（水）
〜12月3日（金）

3日 ：4 〇石

②自閉症入門コース 自閉症についての基礎的知識を学び、実践 
の場で役に立つ技術を習得させることを目的 
とする。

知的障害福祉の仕事に従事 
している方

10月6日（水）
〜10月8日（金）

3日 4 〇名

③移行支援コース 知的障害児（者）の移行支援の考え方や知 
識技術を学ぶことを目的とする。

知的障害福祉の仕事に従事 

している方
2月2日（水）

〜2月4日（金）
3日 4 〇名



研修会名 目 的 受講資格 研修期間 日数 定員
知的障害者更生相談所 
実務者研修

各都道府県、政令指定都市が設置する知的 

障害者更生相談所の職員（知的障害者福祉司 
等）に対して業務を遂行していくにあたって 
必要な専門的知識および技術を習得させるこ 
とにより、同更生相談所業務の円滑な推進に 
資することを目的とする。

知的障害者更生相談所にお 
いて、知的障害者の相談援助 
業務に従事している職員で都 
道府県及び政令指定市の民生 
主管部（局）長の推薦する方

9月1日（水）
〜9月3日（金）

3日 未定

自閉症・発達障害支援 
センター職員研修
専門研修

各都道府県、政令指定市が設置する自閉症 
•発達障害支援センターの職員に対して業務 

を遂行していくにあたって必要な専門的知識 
及び技術を習得させることにより、同支援セ 
ンター業務の円滑な推進に資することを目的 

にする。
但し、基礎コースと専門コースの2コース 

を設ける。

自閉症•発達障害支援セン 
ターにおいて、自閉症等の特 
有な発達障害を有する障害児 

（者）に対し、専門的な相談 
支援、療育サービスに従事す 
る職員で各センターの管理責 
任者の推薦する方。

なお、他機関で関連のある 
業務についている職員の聴搆 
を認めることがある。

7月2日（金）
〜3日（土）

2日 未定

同

基礎研修

2月16日（水）
〜!8 0 （金）

3日 未定



資料

＜企画課社会参加推進室〉



1市町村障害者社会参加促進事業の実施状況一覧

（平成16年3月現在）

都道府県 箇所数 実施主体

1 北海道 16 函館市他、北広島市、帯広市、旭川市、苫小牧市、釧路市、江別市、北見市、名寄市他、室蘭市、美唄市他、小樽市、 
滝川市、稚内市、根室市他、岩見沢市

2 青森県 6 青森市、弘肺市、黒石市、五所川原市、ト和田市、二沢市

3 岩手県 15 盛岡市、紫波町、花巻市他、石鳥谷町、東和町、北上市、水沢市、江刺市、前沢町、一関市、大船渡市、宫古市、岩泉

町、九戸村、久慈市

4 宮城県 3 参賀城市、石巻市、塩竈市

5 秋田県 9 秋田市、横手市、本荘市、大曲市、大館市、湯沢市、鹿角市、能代市、男鹿市

6 山形県 8 山形市、来沢希、鶴岡市、酒田市、天童市、東根市、寒河江市他、新庄市

7 福島県 11 福島市、郡山市、いわき市、原町市、白河市、須賀川市、会津若松お、喜多方市、船引町、河東町、二本松市

8 茨城県 8 水戸市、結城市、牛久市、つくば市、土浦市、日立市、取手市、笠間市

9 栃木県 6 宇都宮市、足利市、佐野市、今市市、大田原市、鹿沼市

10 群馬県 6 「前橋市、桐生市、伊勢崎市、太田市、館林市、渋川市

11 埼玉県 16 川口市、鴻巣市、上尾市、桶川市、北本市、川越市、所沢市、草加市、春日部市、幸手市、狭山市、岩槻市、入間市、 
新座市、鶴ケ島市、東松山市

12 千葉県 11 市川市、船橋市、松戸市、野田市、成田市、佐倉市、習志野市、市原市、ハ千代市、鎌ヶ谷市、柏市

13 東京都 〇
横須賀市、相模原市、平塚市、鎌倉市、藤沢市、小田原市、茅ヶ崎市、逗チ击、三浦市、秦野市、厚木市、大和市、伊14 神奈川県 17
勢原市、綾瀬市、寒川町、藤野町、海老名市

15 新潟県 7 新潟希、長岡市、上越市、三条市、柏崎市、新津市、新発田市

16 富山県 11 富山市、高岡市、新湊市、魚津市、氷見市、滑川市、黒部市、小矢部市、砺波市、小杉町、井波町他

17 石川県 9 金沢市、七尾市、小松市、加賀市、松任市、輪島市、羽咋市、根上町、鶴来町

18 福井県 7 福井市、敦賀市、武生市、小浜市、大野市、勝山市、鰭江市

19 山梨県 9 甲府市、都留市、韮崎市、増穂町、竜王町、河口湖町、春日居町、八代町、富士吉田市

20 長野県

岐阜県

15 塩尻市、松本市、伊那市、飯田市、須坂市、匕田市、岡谷市、飯山市、丸子町、開田村、白馬村、長野市、諏訪市、 

駒ヶ根市、阿智村

21 16 岐阜市、可児市、関市、大垣市、高山市、土岐市、美濃市、美濃加茂市、多治見市、各務原市、羽島市、中津川市、真 

正町、神岡町、池田町、恵那市

22 静岡県 13 静岡市他、浜松市、二島市、焼津市、浜北市、富士市、藤枝市、袋井市、富上宮市、沼津市、伊東市、掛川市、島田市

23 愛知県 5 豊田市、岡崎市、春日井市、瀬戸市、日進市

24 三重県 8 四日市市、鈴鹿市、上野市、名張市、伊勢市、尾鷲布他、桑名市、松阪市

25 滋賛県 29 大津市、彦根市、長浜市、近江八幡市、ハB市市、草津市、守山市、栗東市、野洲町、今津町他、甲西町、米原町、志 
賀町、石部町、水口町、土山町、甲賀町、甲南町、信楽町、安上町、日野町、竜王町、永源寺町、五個荘町、甲良町、 

山東町、伊吹町、近江町、高月町

26 京都府 12 亀岡市、城陽市、八福市、京田辺市、福知山市、舞鶴市、綾部市、宇治市、宮津市、長岡京市、向日市、園部町

27 天阪府 43 塀市、岸和田市、豊中市、池田市、吹田市、高槻市、貝塚市、守口市、枚方市、茨木市、八尾市、泉佐野市、寝屋川 

市、河内長野市、松原市、大東市、和泉市、箕面市、羽曳野市、門真市、東大阪市、泉南市、四条啜市、阪南市、富田 
林市、柏原市、摂津市、高石市、藤井寺市、交野市、大阪狭山市、田尻町、熊取町、島本町、能勢町、泉大津市、豊能

町、忠岡町、岬町、太子町、河南町、千早赤阪村、美原町

28 兵庫県 33 明石击、尼畸市、西宮市、洲本市他、芦屋市、伊丹市、加古川市、川西市、三木市、三田市、姫路市、相生市、豊岡 

市、龍野市、赤穂市、西脇市、宝塚市、高砂市、小野市、加西市、篠山市、猪名川町、稲美町、播磨町、社町他、家島 

町他、南光町他、波賀町他、香住町他、温泉町他、関宮町f也、生野町他、市島町他

29 奈良県 11 _ 奈良市、大和嵩田市、大和郡山市、天理市、檀原市、生駒市、桜井市、香芝市、平群町、斑鳩町、五條市

30 和歌山県 6 和歌山市、橋本市、田辺市、新宮市、御坊市、南部町他

31 鳥取県 4 鳥取市、米宇市、倉吉市、日南町

島根県 14 松江市、浜一田市、出雲市、益田市、大田市他、安来市、江津市、平田市、佐田町、石見町他、横田町他、斐川町、多伎

32 町、大社町

33 岡山県 10 崗山市、倉敷市、津山市、玉野市、総社市、高棄市、新見市、笠岡市、井原市、備前市

34 広島県 30 呉市、竹原市、大竹希、廿日市市、東広島市、三原市、尾道市、因島市、福山市、府中市、三次市、府中町、大野町、 

湯来町、加計町、大朝町、千代田町、大和町、向島町、沼隈町、神辺町、東城町、久井町、御調町、甲奴町、三和町、 

安芸たかた広域連合、黒瀬町、瀬戸田町、庄原市

35 山口県 13 下関市、宇部市、防府市、岩国市、山口市、下松市、萩市、柳井市、小野田市、光市、長門市、美祢市、周南市

36 徳島県 11 徳島市、鳴門市、小松島市、阿南市、藍住町他、鴨島町他、井川町他、海南町他、羽ノ浦町他、石井町他、半田町他

37 香川県 7 高松市、丸亀市、坂出市、観音寺市、善逼寺市、さぬき市、東かがわ市

38 愛媛県 12 松山市、今治市、宇和島市、八幡浜市、新居浜市、西条市、大洲市、川之江市、伊予三島市、北条市、伊予市、東予市

39 高知県 6 高知市、須崎击他、安芸市他、南国市他、中村市他、日高村他

40 福岡県 12 飯塚市、大牟田市、田川市、甘木市、筑紫野市、直方市、行橋希、久留米市、中間市、筑後市、餐前市、前原市

41 佐賀県 2 佐賀市、唐津市

42 長崎県 6 長崎市、佐世保市、島原市、諫早市、大村市、長与町

43 熊本県 4 熊本市、爪代市、山鹿市他、宇土市他

44 大分県 5 大分市、別府希、中津市、日田市、佐伯市

45 宮崎県 4 宮崎市、日向市、都城市、延岡市 ....

46 鹿児島県 9 鹿児島市、出水市、椿福市他、鹿屋市、川内市、串木野市、西之表市他、和泊町、伊集院町他

47 沖縄県 13 茗議市、石川市、具志川市、神縄市、宜鼾湾市、浦添市、那覇市、平良市、石垣市、糸満市、西原町、南風原町、読谷 

村

計 528

—7〇 —



2都道府県•指定都市別障害者スポーツ指導員登録数

（資料）（財）日本障害者スポーツ協会調べ

障害者スポーツ指導員数
都道府県*指定都市名 （平成15年12月末現在）

初 級 中 級 上 級 コーチ

1 42? 人 380 人 42人 5人 3 人

2 130 122 4 4 〇

3 157 138 18 1 〇

4 197 181 15 1 〇

5 192 182 8 2 1
6 155 133 16 6 〇

7 255 235 16 4 〇

8 558 531 21 6 1
9 230 217 8 5 2

10 284 257 16 11 2
11 1,411 1,263 108 40 6
12 527 500 21 6 3
13 1,762 1,611 85 66 9
14神奈川県 471 410 43 18 1
15 668 631 30 7 1
16 240 216 20 4 1
17 183 171 9 3 〇

18 103 100 3 〇 〇

19 89 78 10 1 〇

20 468 412 43 13 2
21 188 179 7 2 1
22 476 436 22 18 1
23 640 581 37 22 2
24 367 354 11 2 〇

25 260 209 41 10 〇

26 197 179 13 5 〇

27 1,217 1,057 147 13 4
28 622 556 57 9 3
29 231 194 33 4 〇

30 和 歌 山 県 263 249 11 3 〇

31 33 32 1 〇 〇

32 89 80 7 2 〇

33 425 405 16 4 〇

34 204 187 12 5 〇

35 179 170 6 3 1
36 188 178 8 2 〇

37 114 106 4 4 〇

38 235 221 11 3 1
39 213 185 21 7 2
40 484 454 23 7 1
41 117 113 3 1 〇

42 230 226 3 1 〇

43 376 355 14 7 1
44 558 520 31 7 3
45 138 131 7 〇 〇

46鹿児島県 227 217 9 1 〇

47 176 156 14 6 〇

48 200 166 28 6 〇

49 222 168 47 7 〇

50 さいたま市 12 10 1 1 〇

51 87 79 5 3 〇

52 460 423 28 9 2
53 109 106 1 2 〇

54 名 占屋市 332 296 27 9 1
55 289 248 32 9 3
56 430 354 53 23 5
57 331 294 30 7 3
58 145 128 10 7 3
59 北九州 市 176 167 7 2 1
60 福 岡 市 267 243 13 11 1

合 計 20,014 18,180 1,387 447 71

-71-



3都道府県・指定都市障害者スポーツ協会一覧
（平成16年2月現在）

都道府県• 対象とする障害
指定都市名 名 称 〒住 所 3障害身体 

知的

身体

のみ

知的

のみ

1 北海道 i財）北海道障害者スポーツ振興協会 060-0002札幌市中央区北ニ条西7丁目 道民活動センタービル4階 〇

2 青森県 特定非営利橋動法人青森県障害者裙一ッ協会 030-0122青森市野尻字今田52 —4ねむのき会館丙 6"

3 岩手県 —
4 宮城県 宮城県障害者ス亲一ツ協会 983-0836仙台市宮城野区幸町4 — 6 — 2県心身障害者福祉センター内 〇
5 秋田県 秋田県障害者スポーツ協会 010-0922秋田市旭北栄町1—5県社会福祉会館5階 〇
6 山形県 山形県障害者スポーツ協会 990-2231山形市大字大森385番地県身体障害者福竝会祜丙 〇

7 福島県 （財）福島県障害者スポーツ協会 960-8670福島市杉妻町2—16県就害者支援グループ内 〇
8 茨城県 茨城県障害者スポーツ•文化協会 310-8555来戸市笠原町978-6県障害福祉課分室内 〇
9 栃木県 栃木県障害者スポーツ镐会 320-8508宇都宮市若草い10-6とちぎ福祉プラザ內 〇

10 群馬県 群馬県身体障害者スボーツ協会 

群馬県知的障害者スポーツ協会

371-8525前橋市新前橋町13 -12県社会福祉総合センター内

379-2214佐波郡赤堀町下触238-3県立ふれあいスポーツプラザ内 〇

11 埼玉県 -

12 千葉県 千葉県障害者貝ホ1ッレ刘工ーション協会 263-0016千葉市稲毛区天台6-5-1 〇
13 東京都 （社）東京都障害者スポーツ協会 110-0006台東区秋葉原1 — 10第二山本ビル3F 〇

14 神奈川県 神奈川県身体障害者スポーツ協会 

神奈川県知的障害者スポーツ振興協議合

221-0844横浜市神奈川区沢渡4 —2県社会福祉会館内 

2210844横浜市神奈川区沢渡4 —2県社会福祉会館內
〇

〇

15 新潟県 新潟県障害者スポーツ協会 950-012!新潟県中蒲原郡亀田町向陽1—9—1新潟ふれ愛プラザ内 〇

16 富山県 富山県障害者スポーツ協会 930-0966富山市石金3-8-3!県立身体障害者更生指導所内 〇

17 石川県 石川県知的障害者スポーツ協会 924-0024松任市北安田町548仏子園内 〇

18 福井県 —
19 山梨県 山梨県障害者スポーツ協会 400 0005甲府市北新!-2-12県福祉プラザ1階 〇

20 長野県 長野県障害者スポーツ協会 381-0008長野市大字下駒沢586 〇

21 岐阜県 岐阜・県障害者スポーツ協会 500 8385岐阜.市下奈良2-2-1県福祉農業会館内 〇

22 静岡県 （財）静岡県障害者スポーツ協会 420-0856静岡市駿府町1 — 70県総合社会福祉会館5階 フ
〇

23 愛知県 （社福）愛知県社会福祉協議会障害者裙-ッ振興センター 460-0001名古屋市中区三の丸1—7 — 2桜華会館内 〇

24 三重県 三重県障害者スポーツ協会 514-0113津市一身田大古曽670 -2 〇

25 滋賀県 滋賀県障害者スポーツ協合 520-0037大津市御陵町4 —1県立スポーツ会館内 〇

26 京都府 京都障害者スポーツ振興会 606-8106京都市左京区高野玉岡町5市障害者-スポーツセンター内 〇

27 大阪府 大阪府障害者スポーツ振興協会 540-8570大阪市中央区大手前2丁目 府障害保健福祉室在宅課内 〇

28 兵庫県 （財）兵庫県障害者スポーツ協会 650-856?神戸市中央区下山手通5-10 —i県障害福祉課内 〇

29 奈良県 奈良県障害者スポーツ協会 636-0344磯城郡田原本町宮森34-4県心身障害者福祉センター内 〇

30 和歌山県 和歌山県身体障害者スポーツ協会 

和歌山県ゆうあいスポーツ協会

641-0014和歌山市毛見琴ノ浦!437-218県子ども•障害普相談センタ-内

640-1162海南市上谷?77-1太陽の丘内

〇

〇

31 鳥取県 鳥取県障害者スポーツ協会 680-0947鳥取市湖山町西312/障害者福祉センター福祉会館内 〇

32 島根県 （財）島根県障害者スポーツ協会 690-0015松江市上乃木?-1-27 〇

33 岡山県 岡山県障害者スポーツ協会 700-8570岡山市內山下2-4-6県障害福祉課内 〇

34 広島県 — —
35 山口県 山口県障害者スポーツ協会 753-0072山口市大手町9-6県社会福祉会館2階 〇

36 徳島県 （財）とくしまノーマライゼーション促進協会 770-0939徳島市かちどき橋141県林業センター6階 〇

37 香川県 - -

38 愛媛県 愛媛県身体障害者スポーツ協会

愛媛県知的障害者福祉協会スポ-ツ委員会

790 0855松山市持田町3-8-15県総合社会福祉会館内
793 0213西条市兎之山字上ノ向甲322西条福祉園内

〇

〇

39 高知県 （財）髙知県障害者スポーツ振興協会 780-8065高知市朝倉戊375—1県立ふくし交流プラザ內 〇

40 福岡県 福岡県障害者スポーツ協会 816-0804春日市原町3 —1—7県総合福祉センタークローバープラザ内 〇

41 佐賀県 佐賀県障害者スポーツ協会 840 0851佐賀市天祐!-8-5 〇

42 長崎県 -

43 熊本県 熊本県障害者スポーツ•文化協会 862 0939熊本阡長嶺南2-3-2 〇

44 大分県 大分県身体障害者体育協会 870-850!大分市大手町31-1県障害福祉課内 〇

45 宮畸県 宮崎県障害者スポーツ協会 880 0007宮崎市原町2 —22県福祉総合センター內 〇

46 鹿児島県 鹿児島県障害者スポーツ協会 890-0021鹿児島市小野11-1ハートピアかごしま内 〇

47 沖縄県 — -

48 札幌市 （社）札幌市障害者スポーツ振興協会 063-0802札幌市西区二十四軒二条6丁目 市身体障害者福祉センター内 〇

49 仙台市 仙台市障害者スポーツ協会 980-0022仙台市青葉区五橋2-12-2市福祉プラザ8F 〇

50 さいたま市 —
51 千葉市 - —
52 横浜市 — -

53 川崎市 — —
54 名古屋市 名古屋市障害者スポーツ協会 465 0055名古屋市名東区勢子坊2 —1501市障害者スポ-ツセンタ-内 〇

55 京都市 （財）京都市障害者スポーツ協会 606-8106京都市左京区高野玉岡町5市障害者スポーツセンター内 〇

56 大阪市 （社福｝大阪市障害者福祉•スポーツ協会 543-0021大阪市天王寺区東高津町!2-10市立社会福祉センター內 〇

57 神戸市 （財）神戸市障害者スポーツ協会 651-0086神戸市中央区磯上通31-32こうべ市民福祉交流センター4階 〇

58 広島市 —
59 北九州市 北九州市障害者スポーツ協会 802-0803北九州市小倉南区春ヶ丘10-5市障害者スボーッセンター内 〇

60 福岡市 福岡市障害者スホ''ーツ・レ刘工ーション振興会 810-0062福岡市中央区荒戸3-3-39市民福祉プラザ4階 〇

計 26 16 5 5
（注）3障害は、身体障害者、知的障害者、精神障害者をいう, -72-



4 手話通訳技能認定試験都道府県別合格者数

（注）第14回（平成14年度）までの手話通訳技能認定

都道府県名 合格者数累計 都道府県名 合格者数累計

北海道 1 5 鳥取県 5
青森県 1 5 島根県 7
岩手県 5 岡山県 1 4
宮城県 6 広島県 11
秋田県 6 山口県 9
山形県 6 徳島県 7
福島県 1 7 香JU県 9

茨城県 11 愛媛県 1 3
栃木県 8 高知県 7
群馬県 2 5 福岡県 8
埼玉県 7 6 佐賀県 2
千葉県 1 7 長崎県 1 2

東京都 3 0 5 熊本県 1 3
神奈川県 6 9 大分県 8
新潟県 7 宮崎県 ! 〇

富山県 8 鹿児島県 11

石川県 1 5 沖縄県 5

福井県 5 札幌市 2 1
山梨県 7 仙台市 ! 〇

長野県 2 〇 千葉市 4

岐阜県 11 横浜市 3 8

静岡県 1 5 JI!崎市 1 7

愛知県 2 4 名古屋市 1 2
三重県 2 2 京都市 3 2

滋賀県 8 大阪市 9

京都府 2 6 神戸市 1 4

大阪府 6 〇 広島市 11

兵庫県 3 2 北九州市 6

奈良県 1 6 福岡市 1 6

和歌山県 1 7 合 計 1,2 15

試験に合格した者の数である。
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5第16回手話通訳技能認定試験の概要（平成16年度実施）

（1） 試験実施法人の名称及び所在地

社会福祉法人 聴力障害者情報文化センター

〒160-0022 東京都新宿区新宿1丁目23番1号マルネビル

TEL 03-3356-1634

（2） 試験期日及び試験地（予定）

ア ー次（筆記）試験

平成16年9月26日（日） 東京都、大阪府及び熊本県

ィ二次（実技）試験

平成16年11月28日（日） 東京都及び大阪府

（3） 試験科目（予定）

ア ー次（筆記）試験

国語、手話通訳のあり方、手話の基礎知識等

ィ 二次（実技）試験

聞き取り（手話表現による）通訳、読み取り（口頭）通訳、 

読み取り（筆記）通訳

（4） 受験資格

年齢が20歳（一次試験日現在）以上である者
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6 国際障害者交流センター（ビッグ•アイ）における事篥計画（案）

【平成16年度実施予定事業】

1手話通訳者•手話通訳士現任研修事業

手話通訳者•手話通訳士の資質と技術の向上を図る。

実施時期 平成16年6月〜平成17年2月

研修期間 ・手話通訳者現任研修:5日間（年4回）

・手話通訳士現任研修:5日間（年3回）

募集人員 2 0人/回

2 障害者パソコンボランティア指導者養成事業

障害者にパソコンの使用方法を指導するパソコンボランティアの指導者の養成

を行う〇

実施時期 平成16年7月•平成17年2月 2回
研修期間 3日間/回

募集人員 3 0人/回

3 災害支援ボランティアリーダー養成事業

災害発生時、障害者に対するきめ細かな支援活動に資するよう、救助•支援活

動をサポートするボランティアリーダーの養成を行う。

実施時期 平成16年6月・10月 2回
研修期間 3日間/回

募集人員 3 0人/回

4 障害児の作品展

養護学校などの作品を中心にパネル展を開催する。

実施時期 平成17年2月（予定）

5 障害者芸術・文化活動支援事業

障害者の芸術・文化活動についての調査研究や専門家によるアドバイス等を行

い、障害者の芸術・文化活動の充実・振興を図る。

〇 バリアフリーアートアカデミーの開催（年2回実施予定）
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（参考）

独立行政法人 福祉医療機構（旧社会福祉•医療事業団）助成による成果物

団 体 名 成 果 物 等 概 要

（社）日本身体障害者団体連 

合会

TEL 03-3565-3399
FAX 03-3565-3349

E-mai1
off iceQnissinren. or. jp

「身体障害者相談員活動事例集」（19 9 8） 障害者相談員の日々の相談活動事例から90編の事例を紹介。さまざまな立場で関った相 
談員の貴重な記録と実績が刻まれている。

「障害者相談員活動事例集第二集」（2 0 01）
身体•知的障害者のピアカウンセリングの実践例8 0編を紹介。事例全てに専門家の助 

言を付すケーススタディ方式を採用し、幅広く活用できるよう注釈や解説も加え日常相談 

業務の参考書とした。

「障害者相談員活動事例集第三集」（2002）
三障害者相談員が一緒に取組んだ全国で初めての相談事例集であり、興味深い実践報告 

が数多く収められている。全編に専門家の助言を付し専門用語には注釈を加えているた 
め、相談員のみならず一般の方々にもお読みいただきたい集大成の一冊。

「障害者相談員執務必携• 2 〇 0 0年版」

mせ活躍している三障為相談員に必要な栢談に関ず謹礎的顽WW裔を収載。 

相談業務以外についての定義、障害者の基礎的な解説、障害者福祉サービス、関係法律や 

制度も掲載。相談員だけでなく、障害者の福祉の携わる行政担当者やソーシャルワー 

カー、福祉医療系学主に必携の一冊。

「障害者相談員活動のてびき」（2 0 0 3）
相談活動の基礎的な知識や相談技術をわかりやすく、実践的に解説する内容として、ま 

た書籍の体裁も軽量•簡便にし、いつでも携行できるハンドブックにふさわしいものとし 

た手引書。

（財）日本障害者リハビリ 

テーション協会

TEL 03-5273-0601
FAX 03-5273-1523

E-mail:soumu@dif.nejp

DA I SYサンプル・コンテンツ（2003）

視覚障害者や認知・知的障害者向けDAISY （テ'シ'タル•アクセシフ」*インフォメーション・システム）の活用事 

例のコンテンツが収録されたCD-ROM。

「障害者生活水準の向上に関する国際シンポジウム報告書」（2003）

アジア全般のCBRの専門家マヤ•トーマス氏（インド）の講演の抄録集。また、東南アジ 
ア等の諸地域の取り組み等も視野に入れた障害者の人権や生活問題についての意見交換を 

したシンポジウムの報告書。

「障害者の情報提供と利用支援に関する調査研究報告書」（2003）

米国の専門家メイヤーマックス氏を招聘した「緊急災害における障害者への情報支援」国 

際セミナーの開催、及び阪神淡路震災等の被災地の調査、専門委員の報告等に基づいた障 

害者の災害対策に関するレポート集。

「在宅視聴覚障害者のインターネット報告書」（2003）

盲ろう者を含む在宅の視聴覚障害者に有効なソフトウェア、ハードウェアを用い、イン 

ターネットへアクセスして情報交換を行う方法.さらに視聴覚障害者が利用しやすい形で 

の情報発信の方法についての研修を行った報吿書。

「びわこミレニアム•フレームワーク」• 「障害者の権利（論文 

集）」・「国連文献AP Decadej資料集（2003）

「アジア太平洋障害者の十年最終年記念」の成果を踏まえての障害者の権利擁護に関する 

文献資料集。

「アジア太平洋障害者の十年最終年記念・障害者施策推進全国キャン 

ペーン事業報告書」（2003）

「アジア太平洋障害者の十年最終年記念」の一環として「市町村障害者計画」に関する全 

国調査を全国の障害者関係団体の協力を得て実施した際の報告書。

（社）全国難聴者*中途失聴 

者団体連合会

TEL 03-3225-5600
FAX 03-3354-0046
mail: zennancho@zennancho.orjp

「耳のことで悩まないで一中途失聽者•難聴者のガイドブック（2 〇 

〇 3）
難聽者•中途失聴者達が集まり、自身の体験などを通じて同じ悩みを持つ人達へ様々な 

メッセージや、聽覚障害者に役立つ情報を発信。特に、社会福祉制度の紹介や利用方法、 

子供のための難聽学級などの紹介もあり、実体験を持った著者達が同障者に必要な情報を 

分かりやすく解説。
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